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はじめに 

 

本市における一般ごみの処理は、南区麻溝台に位置する南清掃工場ごみ焼却施設（以下「南清

掃工場」という。）と緑区下九沢に位置する北清掃工場ごみ焼却施設（以下「北清掃工場」という。）

の２施設で焼却処理を行い、粗大ごみの処理は、北清掃工場粗大ごみ処理施設（以下「粗大ごみ

処理施設」という。）で破砕選別処理し、有価物は資源化され、可燃物はごみ焼却施設で焼却し、

適正に処理を行っている。 

焼却灰等については一般廃棄物最終処分場に埋め立て、適正に処理を行うとともに、南清掃工

場で発生する溶融スラグについては、発生量の一部を道路舗装におけるアスファルト骨材として

有効利用し、循環型社会の形成に向けた取組を行っている。 

廃棄物処理施設における設備・機器は、高温・多湿等の過酷な条件に加え、機械的摩耗も避け

られない状況下で稼動することが多いため、施設全体の耐用年数は、一般的にごみ焼却施設で 25

年から 35年程度、粗大ごみ処理施設で 20年から 30 年程度と言われている。 

南清掃工場については、平成 22年の稼働開始からこれまでの間、施設保全計画の運用により設

備・機器の更新周期の延伸を図ってきた。稼働開始から 15年が経過し、基幹的設備・機器の更新

等を適切な時期に計画的に行う延命化計画を策定する時期に来ている。 

北清掃工場及び粗大ごみ処理施設については、最長目標稼働年数を 45 年（令和 18 年度）まで

とし、平成 29年度から令和 2年度の 4箇年にかけて北清掃工場基幹的設備等改良工事を行ってい

る。 

環境省では、「廃棄物処理施設長寿命化総合計画作成の手引き（ごみ焼却施設編）（平成 27年３

月改訂）」（以下、「手引き」という。）により、廃棄物処理施設に求められる性能水準を維持しつ

つ施設の長寿命化を図るとともに、施設のライフサイクルコスト（以下「ＬＣＣ」という。）の低

減を目的とするストックマネジメントの考え方を導入し、日常的・定期的な維持管理や、施設の

延命化対策に関する具体的な計画策定を促している。また、手引きの改訂に合わせて施設単位の

観点だけでなく、地域単位の観点で廃棄物処理施設の長寿命化を検討し、計画的に集約化を図る

など総合的に長寿命化総合計画を検討することを促している。 

 「相模原市一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設）長寿命化総合計画」（以下、「本計画」という。）

は、施設の性能を長期に渡り適正に維持して行くために、日常的・定期的に行う作業計画である

「施設保全計画」と、適切な施設保全計画の運用に努めてもなお生ずる性能の低下に対して必要

な基幹的設備・機器の更新等の整備実施に向けた計画である「延命化計画」から構成される。施

設保全計画の適正な実施・運用により、施設の機能低下速度を抑制し、長期にわたる適正な運転

の維持を目指すとともに、延命化計画に基づく計画的な延命化対策の実施により、2 つの清掃工

場の建替時期を見据えた長寿命化を図るものとする。 
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用語の定義 

本計画で使用する用語の定義は、手引きに合わせて以下のとおりとする。 

 

1  ストックマネジメント 

 廃棄物処理施設に求められる性能水準を保ちつつ長寿命化を図り、ライフサイクルコスト

（ＬＣＣ：Life Cycle Cost）を低減するための技術体系及び管理手法の総称。 

 

2  長寿命化総合計画 

 廃棄物処理施設のストックマネジメントに関し、所管自治体が定める具体的な計画を「長

寿命化総合計画」と呼ぶ。長寿命化総合計画は、施設保全計画及び延命化計画の二つを指す。 

 

 

 

 

 

 

3  施設保全計画 

 施設の性能を長期に維持していくために、日常的・定期的に行う「維持・補修データの収

集・整備」「保全方式の選定」「機器別管理基準の設定・運用」「設備・機器の劣化・故障・寿

命の予測」等の作業計画。 

 設備・機器に対し適切な保全方式及び機器別管理基準を定め、適切な補修等の整備を行っ

て設備・機器の更新周期の延伸を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4  延命化計画 

 施設の性能を長期に渡り維持するためには、適切な施設の保全計画の運用に努めることが

重要であるが、それでもなお生ずる性能の低下に対して必要となる基幹的設備・機器の更新

等の整備を適切な時期に計画的に行うことにより、施設を延命化する計画。 

  

長寿命化総合計画 

施設保全計画 

延命化計画 

施設保全計画 

施設を長寿命化するため、 

日常的・定期的に行う計画 

維持・補修データの収集・整備 

保全方式の選定 

機器別管理基準の設定・運用 

設備・機器の劣化・故障・寿命の予測 
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5  延命化工事 

 燃焼（溶融）設備、燃焼ガス冷却設備、排ガス処理設備など、ごみ焼却施設を構成する重

要な設備や機器について、概ね 10～15年ごとに延命化計画に基づいて実施する大規模な改良

工事。循環型社会形成推進交付金の交付対象となる工事には、単なる延命化だけでなく、省

エネルギーや発電能力の向上などＣＯ２削減に資する機能向上が求められる。 

 

6  基幹改良工事 

延命化計画に基づき、循環型社会形成推進交付金を活用して、事業として発注する工事の

名称を基幹改良工事という。 

 

7  性能水準 

 廃棄物処理施設がその処理性能、機能を適切に発揮するため、施設を構成する各設備・機

器の個々が満たすべき性能、機能、構造強度等の程度。性能とは単に処理能力だけでなく省

エネルギーやエネルギー回収率向上など環境負荷の側面も含めた総合的なものである。通常、

下図のとおり時間の経過とともに劣化する傾向となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8  保全方式（事後保全・予防保全） 

 廃棄物処理施設を構成する設備・機器に対し行う保全の対応。以下に分類される。 

 

保全方式 保全の内容 

予防保全 

(PM：Prevention Maintenance) 

機能診断等で状況を把握して性能水準が一定

以下になる前に保全処置を行う。 

 時間基準保全 

(TBM：Time-Based Maintenance) 

時間を基準に一定周期（時間）で保全処置を行

う方式 

状態基準保全 

(CBM：Condition-Based Maintenance) 
施設の状態を基準に保全処置を行う方式 

事後保全 

(BM：Breakdown Maintenance) 

設備・機器の故障停止、または著しく機能低下

してから修繕を行う方式 

性能水準 

時間経過 

初期性能水準 
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9  管理水準 

 各設備・機器が使用限界水準（=回復不能レベル）まで劣化する前に、何らかの整備（補修、

交換、改善等）を行う必要がある。その整備の必要性の目安とするレベル（数値、状態等）。 

 

10 使用限界水準 

 施設の適正運転を維持するために最低限必要な性能、機能、構造強度の水準。 

 

11 機器別管理基準 

 設備・機器の性能水準を判断・維持するための目安。各設備・機器別の保全方法、診断方

法、診断頻度、管理基準、評価方法を定めた管理表。 

 

12 機能診断 

 設備・機器の性能水準の低下を判断するための診断、診断項目とその手法。 

 

13 ライフサイクルコスト ＬＣＣ(Life Cycle Cost) 

 施設建設費、運営管理費（運転費、点検補修費）、解体費を含めた廃棄物処理施設の生涯費

用の総計。このうち、点検補修費はオーバーホール、補修のみならず、改造等の費用を含む

ものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 廃棄物処理ＬＣＣ 

 検討対象期間内の廃棄物処理を行うために投じなければならないコスト。 

 施設の解体費は、廃棄物処理の役割から退いた施設に必要となる費用であって、検討対象

期間中の廃棄物処理のために投じられる費用ではないことや、解体が供用停止直後に行われ

るとは限らず、検討対象期間以降に行われることもあることから、廃棄物処理ＬＣＣの対象

から除外される。 

 

15 更新 

 廃棄物処理施設全体の更新または施設を構成する設備・機器を設備・機器単位で取替える

こと。 

 

 

ライフサイクルコスト 

ＬＣＣ 
運営管理費 

建設費 

解体費 

運転費 

（用役費含む） 

点検補修費 
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第 1章 基本的事項 

 

1 計画の改訂 

 これまで、本計画は、平成 26年 11 月に策定、平成 28年 8 月に 1度目の改訂、令和 3年 3月

に 2度目の改訂をした。 

今回、令和 8年 3月の改訂では、主に南清掃工場の延命化計画の見直しを行う。 

 

2 計画の構成 

 本計画は、施設保全計画と延命化計画の 2つで構成される。 

 施設保全計画とは、施設の性能を長期に維持していくため、日常的・定期的に行う作業計画。

設備・機器に対して適切な保全方式及び機器別管理基準を定め、適切な補修等の整備を行って

設備・機器の更新周期の延伸を図る。 

 延命化計画とは、適切な保全計画の運用に努めても、なお生ずる性能の低下に対して基幹的

設備・機器の更新等の整備を適切な時期に計画的に行うことにより、施設の延命化を図る。 
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3 計画の位置付け 

本計画は、相模原市一般廃棄物処理基本計画、相模原市循環型社会形成推進地域計画を上位

計画とし、相模原市公共施設等総合管理計画と整合を図るものとする。 

なお、環境省が平成 28年 3月に策定した「インフラ長寿命化計画（行動計画）」の中で、「個

別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）」の策定が求められている。本計画は、個別施設計

画に該当するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 1－1 相模原市一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設）長寿命化総合計画の位置付け 
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策定要請 「個別施設計画」に該当 

相模原市循環型社会形成推進地域計画 



1-3 

 

4 計画期間 

(1) 南清掃工場 

南清掃工場は、稼働後 20 年（令和 11 年度）が経過する前に延命化工事を行い令和 26 年

度までの 35年間稼働する予定とする。 

延命化工事の実施時期は令和 8 年度から令和 11 年度までの 4 箇年とし、施設保全計画の

計画期間を稼働期間の令和 26年度までとする。 

(2) 北清掃工場及び粗大ごみ処理施設 

北清掃工場及び粗大ごみ処理施設は、平成 29年度から令和 2年度にかけて延命化計画に

基づいて北清掃工場基幹的設備等改良工事を行っている。 

施設保全計画の適切な運用により令和 18 年度までの 45 年間稼働することとし、計画期

間を令和 18年度までとする。 

 

5 基本方針 

(1) 稼働年数を長期化することにより、建替え周期の長期化、ＬＣＣの低減を図る。 

(2) 老朽化により低下した設備の性能を回復させ、さらには、機能性、安全性及び維持管理性

の向上を図り、安定した処理能力を維持する。 

 

6 地域単位の総合的な調整 

環境省の「廃棄物処理施設整備計画」において、「大規模な災害が発生しても一定期間で災害

廃棄物の処理が完了するよう、広域圏ごとに一定程度の余裕をもった焼却施設及び最終処分場

の能力を維持する等、代替性及び多重性を確保しておくことが重要である。」としている。 

本市は神奈川県の「神奈川県循環型社会づくり計画」の中で単独で広域ブロックに位置づけ

られていることから、大規模な災害が発生した際の代替性、多重性を確保するため、2 施設体

制を維持する。 

 

表 1－1 2施設の稼働状況、耐用年数の比較 

施設名（名称） 南清掃工場 北清掃工場 

稼働開始（竣工） 平成 22 年 3月 平成 3年 12月 

焼却炉形式 流動床式ガス化溶融炉 連続燃焼式ストーカ炉 

処理能力 525ｔ/日（175ｔ/日×3炉） 450ｔ/日（150ｔ/日×3 炉） 

ガス冷却 廃熱ボイラー 廃熱ボイラー 

延命化工事 令和 8～11年度（計画中） 平成 29～令和 2年度（実施済） 

延命化年数 15年 15年 

延命化目標年度 令和 26 年度 令和 18年度 
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7 ＳＤＧｓとの関係 

 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、平成 27（2015）年 9月の国連サミットで採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平成 28（2016）年から令和 12（2030）

年までの国際目標です。持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するための 17のゴールか

ら構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っている。 

 本計画では 17のゴールのうち、関連の深いゴール 7「エネルギーをみんなにそしてクリーン

に」、ゴール 9「産業と技術革新の基盤をつくろう」及びゴール 11「住み続けられるまちづくり

を」をＳＤＧｓの目標とする。 
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第 2章 施設の概要 

 

1 施設の位置 

本計画の対象となるごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設の一覧を表 2―1に、位置図を図 2―

1 に示す。 

 

表 2－1 本市のごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設 

施設の名称 所在地 種類 
処理する 

廃棄物 

処理 

能力 

竣工 

年月 

南清掃工場 南区麻溝台 1524-1 ごみ焼却施設 一般廃棄物 525t/日 H22.3 

北清掃工場 緑区下九沢 2074-2 
ごみ焼却施設 一般廃棄物 450t/日 H3.12 

粗大ごみ処理施設 粗大ごみ 85t/5h H3.8 

 

 

 

図 2－1 ごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設の位置 

  

北清掃工場 

（ごみ焼却施設、粗大ごみ処理施設） 

※本計画の対象施設 

南清掃工場（ごみ焼却施設） 

※本計画の対象施設 

一般廃棄物最終処分場 

津久井クリーンセンター（し尿処理施設） 



2-2 

 

2 施設の概要 

南清掃工場及び北清掃工場並びに粗大ごみ処理施設の施設概要は、表 2－2 から表 2－4、処

理フローは図 2－2から図 2－4に示す。 

  
表 2－2 南清掃工場の施設概要 

施設名称 南清掃工場ごみ焼却施設 

所在地 南区麻溝台 1524-1 

面積 敷地面積:47,119m2、 建築面積:9,689m2、延床面積:23,644m2 

施設規模 525ｔ／日 （175ｔ／日×3 炉） 

建設年月 
工期 平成 18年 9月～平成 22 年 3月 

竣工 平成 22年 3月 

プラント建設施工者 株式会社神鋼環境ソリューション 

契約額 18,993,450千円 

処理方式 流動床式ガス化溶融方式 

各

設

備

方

式 

受入供給設備 
（ごみ）ピットアンドクレーン、ごみピット容量 13,650m3 

（他所灰）ピットアンドクレーン 

熱分解設備 流動ガス化炉、ごみ破砕機、磁選機、アルミ選別機 

燃焼溶融設備 燃焼溶融炉、スラグ冷却装置 

燃焼ガス冷却設備 廃熱ボイラー（400℃×4.0MPa）、タービン排気復水器 

排ガス処理設備 バグフィルタ、排ガス洗浄装置（洗煙装置）、脱硝反応塔 

排水処理設備 凝集沈殿、砂ろ過、活性炭ろ過、キレート樹脂、中和方式 

余熱利用設備 2段抽気復水タービン発電機（10,000kW）、給湯、場内冷暖房 

通風設備 平衡通風方式（押込送風機、二次送風機、誘引送風機） 

スラグ等搬出設備 

（処理灰）ピットアンドクレーン 

（不適物）ピットアンドクレーン 

（スラグ）ピットアンドクレーン 

（資源化物）ヤード方式 

処理工程 次ページにフロー図を示す 

運転方式 運転委託 

整備方式 保守点検業務委託 

 

  



2-3 

 

 

図 2－2 南清掃工場のフロー図
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表 2－3 北清掃工場の施設概要 

施設名称 北清掃工場ごみ焼却施設 

所在地 緑区下九沢 2074-2 

面積 

敷地面積:22,957m2 

＜工場棟＞ 建築面積:8,400m2、延床面積:20,100m2 

＜管理棟＞ 建築面積:  688m2、延床面積: 1,806m2 

施設規模 450ｔ／日 （150ｔ／日×3炉） 

建設年月 
工期 昭和 63年 7月～平成 3年 11月 

竣工 平成 3年 12月 

プラント建設施工者 三菱重工業株式会社 

契約額 13,574,714千円 

ダイオキシン対策工事費 99,056千円（平成 12年 7月～平成 13年 3月） 

基幹的設備等改良工事費 6,284,532 千円（按分）（平成 29年 9月～令和 3年 3月） 

処理方式 連続燃焼式ストーカ炉 

各

設

備

方

式 

受入供給設備 ピットアンドクレーン、ごみピット容量 7,500m3 

燃焼設備 ストーカ方式（三菱マルチンストーカ） 

燃焼ガス冷却設備 廃熱ボイラー（250℃×1.9MPa）、タービン排気復水器、高圧復水器 

排ガス処理設備 バグフィルタ、反応蒸発塔、触媒脱硝反応搭 

排水処理設備 凝集沈殿、砂ろ過、中和処理方式 

余熱利用設備 復水タービン発電機（2,625kW）、給湯、場内冷暖房 

通風設備 平衡通風方式（押込送風機、誘引通風機） 

灰出設備 灰押出装置、飛灰固形化装置、金属回収装置、ピットアンドクレーン 

処理工程 次ページにフロー図を示す 

運転方式 運転委託 

整備方式 保守点検業務委託 
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図 2－3 北清掃工場のフロー図
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表 2－4 粗大ごみ処理施設の概要 

施設名称 北清掃工場粗大ごみ処理施設 

所在地 緑区下九沢 2074-2 

面積 敷地面積:22,957m2、 建築面積:964m2、延床面積:1,443m2 

施設規模 破砕能力 85ｔ／日 （85ｔ／ 5時間×1基） 

建設年月 工期 平成元年 9月～平成 3 年 7月 

竣工 平成 3年 8月 

プラント建設施工者 三菱重工業株式会社 

契約額 1,186,411千円 

基幹的設備等改良工事費 612,996千円（按分）（平成 29年９月～令和３年３月） 

処理方式 横型回転破砕 

各

設

備

方

式 

受入・供給 ピットアンドクレーン、受入ボックス 

破砕機－1 横型回転破砕機（1基） 

破砕機－2 切断機（1基） 

搬送設備 切断物コンベア、供給コンベア、移送コンベア、可燃物コンベア等 

選別・回収設備 磁選機 

処理工程 次ページにフロー図を示す 

運転方式 直営 

整備方式 保守点検業務委託 
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図 2－4 粗大ごみ処理施設のフロー図 



 

2-8 

 

3 施設の稼働状況 

南清掃工場及び北清掃工場並びに粗大ごみ処理施設の稼働状況は次のとおりである。 

 

(1) ごみ質の推移 

ア 南清掃工場 

南清掃工場へ搬入されるごみ質は、紙類、厨芥類、草木類、布類の合計が乾ベースで約

60%を占めている。低位発熱量は 9,900～1,1800(kJ/kg)の範囲で推移しており、おおむね設

計値 5,650～10,880 (kJ/kg)の範囲内である（図 2－5参照）。 

 

  

図 2－5 南清掃工場 搬入ごみ組成と低位発熱量 

 

イ 北清掃工場 

北清掃工場へ搬入されるごみ質は、紙類、厨芥類、草木類、布類の合計が乾ベースで約

50%を占めている。低位発熱量は 9,500～11,600 (kJ/kg)の範囲で推移しており、設計値

5,020～11,720 (kJ/kg)の範囲内である（図 2－6参照）。 

 

  

 

図 2－6 北清掃工場 搬入ごみ組成と低位発熱量 
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(2) ごみ焼却施設の焼却量及び焼却灰等の搬出量 

南清掃工場及び北清掃工場の最近の年間焼却量と焼却灰等の搬出量を表 2－5に示す。 

直近 5箇年のうち令和元年度から令和 2年度にかけて、北清掃工場基幹的設備等改良工事

に伴い、北清掃工場から南清掃工場へのごみの搬送替えを行った。市全体での焼却量、焼却

灰等搬出量は、横ばい傾向であった。 

 

表 2－5 焼却量及び搬出量 

（単位：ｔ） 

  
R01 年度 R02 年度 R03 年度 R04 年度 R05 年度 

南清掃工場 

焼却量 127,264 126,154 118,267 118,018 110,304 

焼却灰等 
搬出量 

焼却灰 9,675 10,310 10,994 10,757 9,895 

スラグ 7,896 8,007 6,543 6,682 6,351 

北清掃工場 
焼却量 67,052 66,925 69,869 68,772 65,201 

焼却灰搬出量 9,505 9,433 9,649 9,207 8,046 

合計 
焼却量 194,316 193,079 188,136 186,790 175,505 

焼却灰等搬出量 27,076 27,750 27,186 26,646 24,292 
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(3) 排ガス処理状況 

南清掃工場及び北清掃工場の排ガス処理状況を表 2－6に示す。 

法規制に対して、さらに厳しい自主基準値を定めて排ガスの管理を行っている。両ごみ焼

却施設とも自主基準値より低い測定結果となっている。 

 

表 2－6 排ガス処理状況 

 項目 自主基準値 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 

南
清
掃
工
場 

硫黄酸化物 
（O2 12%換算） 

10 
（ppm） 

1号炉 0.70 0.73 0.70 1.00 1.00 

2号炉 0.70 0.74 0.70 1.00 1.00 

3号炉 0.70 0.70 0.70 1.00 1.00 

ばいじん 
（O2 12%換算） 

0.005 
（g/m3N） 

1号炉 0.0007 0.0007 0.0007 0.001 0.001 

2号炉 0.0007  0.0007 0.0007 0.001 0.001 

3号炉 0.0006 0.0007 0.0007 0.001 0.001 

塩化水素 
（O2 12%換算） 

10 
（ppm） 

1号炉 0.68 0.73 0.70 1.00 1.00 

2号炉 0.70  0.74 0.70 1.00 1.00 

3号炉 0.70 0.70 0.72 1.00 1.00 

窒素酸化物 
（O2 12%換算） 

30 
（ppm） 

1号炉 15.2 17.0 19.0 19.3 19.3 

2号炉 19.3 19.4 18.7 22.2 22.2 

3号炉 20.0 18.4 15.8 17.5 17.5 

ダイオキシン類 
0.05 

（ng-TEQ/m3N） 

1号炉 0.0067 0.0011 0.0046 0.000087 0.0047 

2号炉 0.00014 0.00024 0.00013 0.0000088 0.00016 

3号炉 0.00013 0.00059 0.0017 0.00086 0.017 

北
清
掃
工
場 

硫黄酸化物 
（O2 12%換算） 

30 
（ppm） 

1号炉 1.10 未満 5.60 未満 2.00 未満 2.70 未満 4.42 未満 

2号炉 0.90 未満 1.70 未満 2.30 未満 6.00 未満 3.29 未満 

3号炉 1.10 未満 2.80 未満 2.70 未満 6.00 未満 6.47 未満 

ばいじん 
（O2 12%換算） 

0.03 
（g/m3N） 

1号炉 0.0009 未満 0.0009 未満 0.0009 未満 0.01 未満 0.001 未満 

2号炉 0.0009 未満 0.0009 未満 0.0009 未満 0.0009 未満 0.0055 未満 

3号炉 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.0009 未満 0.0009 未満 

塩化水素 
（O2 12%換算） 

100 
（ppm） 

1号炉 2.1 5.2 2.1 4.6 12.2 

2号炉 1.0 1.3 4.0 4.5 14 

3号炉 1.9 2.6 2.1 4.5 12.9 

窒素酸化物 
O2 12%換算 
1時間平均値 

100 
（ppm） 

1号炉 52.0 52.0 52.8 54.0 58.3 

2号炉 51.0 51.0 46.7 52.7 52 

3号炉 55.5 50.3 56.0 52.7 51.7 

ダイオキシン類 
0.5 

（ng-TEQ/m3N） 

1号炉 0.0064 0.022 0.0026 0.0012 0.0086 

2号炉 0.019 0.015 0.0062 0.0047 0.0067 

3号炉 0.0030 0.0048 0.0021 0.0068 0.0074 

（注）表に記載した値は、各年度の測定結果の平均値（端数処理は四捨五入） 
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(4) 電力量 

南清掃工場及び北清掃工場の受電電力量及び発電電力量の推移を表 2－7に示す。 

 

表 2－7 受電電力量及び発電電力量推移 

（単位：kWh） 

 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 

南清掃工場 
受電電力量 576,336 599,832 804,504 536,520 792,192 

発電電力量 60,928,810 61,739,210 57,534,280 58,894,120 52,773,040 

北清掃工場 
受電電力量 1,246,665 609,257 155,443 159,388 425,299 

発電電力量 15,759,233 17,465,728 18,848,991 19,267,872 18,331,050 

 

 

(5) 粗大ごみの処理量 

粗大ごみ処理施設における粗大ごみ処理量と内訳を表 2－8に示す。 

北清掃工場基幹的設備等改良工事に伴う粗大ごみ処理施設の長期停止期間を取るために、

平成 30年度から粗大ごみ受入施設での分別方法を変更し、粗大ごみ処理施設への搬入量を

減少させた。 

 

表 2－8 粗大ごみ処理量及び内訳 

 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05 年度 

稼働日数（日/年） 146 135 132 130 115 

粗大ごみ処理量（ｔ/年） 5,578 5,319 4,827 4,652 4,166 

 

焼却 4,306 4,083 3,681 3,609 3,244 

資源化（鉄くず等） 1,225 1,236 1,146 1,043 922 

委託処理 47 0 0 0 0 
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第 3章 施設保全計画 

 

1 維持補修履歴の整理 

   対象施設の性能水準の時間的変化を把握・評価するには、竣工以来どのような補修・

整備・事故等を経てきたかを把握し、長寿命化総合計画の重要な基礎資料とする。 

   南清掃工場の竣工から、令和 5年度までの維持補修履歴については主要設備・機器を

中心に「添付資料（1）南清掃工場 維持補修履歴」にまとめた。北清掃工場及び粗大

ごみ処理施設の竣工から令和 5年度までの維持補修履歴については、それぞれ「添付資

料（2）北清掃工場 維持補修履歴」及び「添付資料（3）粗大ごみ処理施設 維持補修

履歴」にまとめた。 

 

2 主要設備・機器リスト 

ごみ焼却施設は、構成する設備・機器点数が多く、維持管理データの収集にも高度な

技術を必要とするものが多い。 

このようなことから、効果的に施設を保全管理していくには、構成する設備・機器の

重要性を検討し、重要な設備・機器を選定した上で、その設備・機器を中心に保全計画

を立案する。主要設備・機器の選定については、表 3－1 に示す重要度の選定基準で評

価した。 

重要度がＡまたはＢに該当するものを中心に主要設備・機器とし、施設保全計画を立

案する。 

なお、重要度がＣに該当する設備・機器も保全が必要であり、事後保全（ＢＭ）を基

本として保全していくものとする。 

 

表 3－1 重要度の選定基準 

重要度 記号 内容 

 Ａ 

故障した場合に、すぐに施設が運転停止する、又はすぐに施設を停

止しなければならない設備・機器 

・故障した場合、事故の発生や機器の損壊につながるもの 

・故障した場合、すぐに公害が発生するもの 

Ｂ 

故障した場合でも、施設の停止に至るまでに、ある程度余裕がある

設備・機器 

・予備機での対応が可能なもの 

・安全装置（バイパスなど）があるもの 

Ｃ Ａ及びＢに分類されるもの以外の設備・機器 

 

  

高 

 

低 
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3 各設備・機器の保全方式 

施設保全計画の対象となる主要設備・機器については、予防保全（ＰＭ）を行うもの

として、表 3－2の留意点を参考にして、各設備・機器の特性に合わせて時間基準保全

（ＴＢＭ）又は状態基準保全（ＣＢＭ）を選定した。 

それ以外の設備・機器については、故障等の不具合が発生した時に修繕対応するもの

として、事後保全（ＢＭ）とした。 

表 3－2 保全方式と適用の留意点 

保全方式 保全方式選定の留意点 設備・機器例 

予 

防 

保 

全 

（ＰＭ） 

時間基準保全 

（ＴＢＭ） 

・具体的な劣化の兆候を把握しにくい、

あるいはパッケージ化されて損耗部の

みのメンテナンスが行いにくいもの。 

・構成部品に特殊部品があり、その調達

期限があるもの。 

コンプレッサ、ブロ

ワ等回転機器類、電

気計装部品、電気基

板等 

状態基準保全 

（ＣＢＭ） 

・摩耗、破損、性能劣化が、日常稼働中あ

るいは定期点検において、定量的に測

定あるいは比較的容易に判断できるも

の。 

耐火物損傷、ボイラー

水管の摩耗、灰・汚水

設備の腐食等  

事後保全 

（ＢＭ） 

・故障してもシステムを停止せず容易に

保全可能なもの（予備系列に切り替え

て保全できるものを含む）。 

・保全部材の調達が容易なもの。 

照明装置、予備系列

のあるコンベヤ、ポ

ンプ類 

予防保全（ＰＭ）：Prevention Maintenance 

時間基準保全（ＴＢＭ）：Time-Based Maintenance 

状態基準保全（ＣＢＭ）：Condition-Based Maintenance 

事後保全（ＢＭ）：Breakdown Maintenance 

 

4 機能診断手法、機器別管理基準 

廃棄物処理施設は多種多様な設備・機器の集合体であり、限られた予算で施設全体の

状況を正確に把握し、劣化予測・故障対策を適切に行うためには、機能診断調査を計画

的に実施する必要がある。設備・機器別に、採用する診断技術、測定項目、実施頻度、

評価基準を検討した。 

設備・機器の補修・整備履歴、故障データ、劣化パターン等から診断項目、保全方式、

管理基準（評価方法、管理値、診断頻度等）を機器別管理基準とした。 

 

5 健全度の評価、整備スケジュール 

機器別管理基準に基づいて機能診断調査や各種点検を行い、得られた最新の設備・機

器の状態をもとに健全度を評価した。健全度の評価基準は手引きに従い表 3－3とした。 

整備スケジュールは、健全度や過去の整備履歴、メーカーの推奨スケジュール等を考

慮して作成した。 



 

3-3 

 

表 3－3 健全度の評価基準 

健全度 状 態 措 置 

１ ・劣化が進み、機能回復が困難である。 全交換 

２ ・劣化が進んでいるが、機能回復が可能である。 部分補修・部分交換 

３ ・軽微な劣化があるが、機能に支障なし。 経過観察 

４ ・支障なし。 対処不要 

 

6 施設保全計画の運用 

ここまでの「2 主要設備・機器リスト」～「5 健全度の評価、整備スケジュール」

にて施設保全計画を立案してきたが、実際の運用で活用しやすいように「添付資料（4）

南清掃工場 機器別管理総括表」「添付資料（5）北清掃工場 機器別管理総括表」「添

付資料（6）粗大ごみ処理施設 機器別管理総括表」としてまとめた。 

今後は、この機器別管理総括表に対して、点検整備等の実施内容や健全度の評価結

果を毎年記録し更新する。適宜に整備スケジュールの見直しを行いながら、施設保全

計画を運用していく。 

なお、南清掃工場については、延命化計画の基礎資料としても活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 廃棄物処理施設のストックマネジメントにおけるＰＤＣＡサイクル  

ＰＬＡＮ 

①長寿命化総合計画 

 〇施設保全計画（機器別管理総括表） 
 〇延命化計画 

ＤＯ 

②日常運転・維持管理 

 〇適正運転 
 〇日常・定期維持管理 
 〇設備・装置の保全管理 
 〇通常の定期整備 
 〇延命化対策工事 

ＣＨＥＣＫ 

③機能診断調査 

 〇機能診断 

（オーバーホール時及び異常時等） 

 〇延命化計画 

ＡＣＴＩＯＮ 

④対策と改善 

 〇施設能力・機能評価 
 〇装置耐用評価・寿命予測 
 〇延命化対策案とＬＣＣ検討 

維持管理データの 
収集・整備 

〇補修・改造履歴 
〇故障・トラブル履歴 
〇診断結果 
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7 今回の時点修正内容 

前回の改訂（令和 3年 3月）から 4年以上が経過しているため、直近の南北清掃工

場及び粗大ごみ処理施設の維持補修履歴を加えるとともに、施設の劣化状況や定期

点検の結果、基幹的設備改良工事等の実施を踏まえ、機器別管理総括表を令和 26年

度までとし、一部修正を行った。 

  



 

4-1 

 

第 4章 南清掃工場 延命化計画 

 

1 延命化の目標 

(1) ごみ処理量の推計 

  第 3 次相模原市一般廃棄物処理基本計画【令和 6年 3月改定】で示された令和 9年

度のごみ焼却処理量推計値 168,097ｔ/年から延命化計画を検討した。 

表 4－1 ごみ焼却処理量の実績値及び推計値 

  実績値 推計値 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

家庭ごみ（ｔ） 132,204  127,002  123,803  122,784  121,065  119,658  118,228  117,097 

事業系ごみ（ｔ） 52,300  52,528  52,239  52,136  51,886  51,638  51,390  51,000  

合計（ｔ） 184,504  179,530  176,042  174,920  172,951  171,296  169,618  168,097  

 

(2) 延命化の目標年数の設定 

 南清掃工場の処理方法である流動床式ガス化溶融炉は、焼却灰を含めてごみを溶融

スラグ化して有効活用することで最終処分場の埋立量を削減できるメリットがある。

その反面、ストーカ炉の炉温が 1000℃程度であるのに比べて 1200℃以上と高温である

ため、耐火物の損耗が大きい。また、溶融スラグや流動砂を取り扱うため、摩耗等が問

題となる機器数が多い。そのため、管理水準以下になる稼働後 20年が経過する前の令

和 8～11 年度に延命化工事を実施するものと想定し、令和 26 年度までの 35 年間稼働

と設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 性能劣化曲線と管理水準 

 

(3) 延命化に向けた検討課題や留意点の抽出、目標とする性能水準の設定 

ごみ焼却施設については、老朽化や損耗の進んだ設備・機器の機能回復のみではなく、

改善も図る技術を検討する。例えば、電力使用量削減に伴う二酸化炭素排出量の削減や

安定燃焼、省力化を検討する。竣工から約 15 年が経過し目標とすべき性能水準は、手

引きを参考に設定した。検討課題、目標とする性能水準として、まとめたものを表 4－

2に示す。 

セルE1から⇒

性
能
水
準

経過年数

初期性能水準

使用限界水準

管理水準

目標性能水準

評
価

機能診断

劣化予測

改善

補強・機能回復
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表 4－2 検討課題、留意点の抽出及び目標とする性能水準（1/3）  

No. 設備名 機 器 名 
検討課題・ 

留意事項の抽出 

目標とする性能水準 

ｴﾈﾙｷﾞｰ回

収量向上 

省ｴﾈﾙ 

ｷﾞｰ化 

信頼性 

向上 

安定性 

向上 

機能 

向上 
概 要 

➀ 
受入供給 

設備 
ごみ投入ゲート ・老朽化   ●   老朽化 

② 
受入供給 

設備 
ごみクレーン 

・老朽化 

・電力使用量の  

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

③ 
受入供給 

設備 
他所灰クレーン 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

④ 
熱分解 

設備 
給じん装置 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ● ● ● 
電力使用量

削減 

⑤ 
熱分解 

設備 
磁選機 ・資源回収の向上   ●  ● 

資源回収 

向上 

⑥ 
熱分解 

設備 
アルミ選別機 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

・資源回収の向上 

 ● ●  ● 
電力使用量

削減 

⑦ 
熱分解 

設備 
粉砕物移送装置 

・老朽化 

・作業改善 
  ●  ● 老朽化 

⑧ 
燃焼溶融 

設備 

燃焼溶融炉 

（出滓口エゼクタ） 

・出滓口閉塞の 

対策 

・都市ガス使用量

の削減 

 ● ● ● ● 
都市ガス 

使用量削減 

⑨ 
燃焼ガス 

冷却設備 
ボイラー本体 ・熱回収率の向上 ●  ●  ● 

発電電力量

増加 

⑩ 
燃焼ガス 

冷却設備 
脱気器給水ポンプ 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

⑪ 
燃焼ガス 

冷却設備 
ボイラー給水ポンプ 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

⑫ 
排ガス 

処理設備 

洗煙装置 

排ガス洗浄装置 

・タンク及び 

配管の老朽化 
  ●   老朽化 

⑬ 
排ガス 

処理設備 

洗煙装置 

蒸気式ガス再加熱器 

・蒸気使用量の 

削減 
●    ● 

発電電力量

増加 

⑭ 
排ガス 

処理設備 

窒素酸化物除去装置 

（脱硝反応塔） 

・排ガス再加熱 

温度の低温化 

・蒸気使用量の 

削減 

●    ● 
発電電力量

増加 

⑮ 通風設備 押込送風機 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ●  ● 

電力使用量

削減 

⑯ 通風設備 二次送風機 
・電力使用量の 

削減 
 ●   ● 

電力使用量

削減 
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表 4－2 検討課題、留意点の抽出及び目標とする性能水準（2/3） 

No. 設備名 機 器 名 
検討課題・ 

留意事項の抽出 

目標とする性能水準 

ｴﾈﾙｷﾞｰ回

収量向上 

省ｴﾈﾙ 

ｷﾞｰ化 

信頼性 

向上 

安定性 

向上 

機能 

向上 
概 要 

⑰ 
スラグ等 

搬出設備 

灰搬出装置 

処理灰クレーン 

・老朽化 

・電力使用量の  

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

⑱ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ搬送 

コンベヤ（１） 

・老朽化 

・電力使用量の   

削減 

 ● ●  ● 
電力使用量

削減 

⑲ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ搬送 

コンベヤ（３） 

・老朽化   ●   老朽化 

⑳ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ破砕機 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   電気使用量

削減 

㉑ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ磨砕機 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

㉒ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグクレーン 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   電力使用量

削減 

㉓ 給水設備 
機器冷却水装置 

冷却塔揚水ポンプ 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ●   

電力使用量

削減 

㉔ 
排水処理 

設備 
薬品タンク ・老朽化   ●   老朽化 

㉕ 電気設備 
高圧インバータ盤 

（誘引通風機） 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●   
効率向上 

電力使用量

削減 

㉖ 電気設備 低圧配電盤 
・選択遮断回路 

の変更 
   ●  安定性向上 

㉗-1 計装設備 

電子計算機システム

（DCS） 
オペレーター 

ステーション（OPS） 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ● ● ● 
電力使用量

削減 

㉗-2 計装設備 

電子計算機システム

（DCS） 

PCS 盤 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ● ● ● 

電力使用量

削減 

㉗-3 計装設備 

電子計算機システム

（DCS） 

PLC 盤 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ● ● ● 

電力使用量

削減 

㉗-4 計装設備 

電子計算機システム

（DCS） 

RI/O 盤 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ● ● ● 

電力使用量

削減 

㉘ 計装設備 ＩＴＶ装置 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ●  ● 
電力使用量

削減 

㉙ 計装設備 酸素濃度計 

・排ガスＣＯ 

濃度の低減 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 

 ● ● ● ● 
電力使用量

削減 
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表 4－2 検討課題、留意点の抽出及び目標とする性能水準（3/3） 

No. 設備名 機 器 名 
検討課題・ 

留意事項の抽出 

目標とする性能水準 

ｴﾈﾙｷﾞｰ回

収量向上 

省ｴﾈﾙ 

ｷﾞｰ化 

信頼性 

向上 

安定性 

向上 

機能 

向上 
概 要 

㉚ 計装設備 計装用空気圧縮機 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ●   

電力使用量

削減 

㉛ 
その他 

設備 
雑用空気圧縮機 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ●   

電力使用量

削減 

㉜ 建築設備 
鋼製建具 

（シャッター) 
・老朽化   ●   老朽化 

㉝ 建築設備 外壁 ・老朽化   ●   老朽化 

㉞ 建築設備 屋根 ・老朽化   ●   老朽化 

㉟ 建築設備 蓄熱槽 ・老朽化   ●   老朽化 

㊱ 
空気調和 

換気設備 

換気設備  

ルーフファン 
・老朽化  ● ●  ● 

電力使用量

削減 

㊲ 
空気調和 

換気設備 

換気設備  

炉室系統ファン 

・老朽化 

・電力使用量の 

削減 
 ● ●  ● 

電力使用量

削減 

 

(4) 延命化への対応及び主な工事内容  

南清掃工場のヒアリング結果に基づく、延命化工事の対応及び主な工事内容を表 4

－3 に示す。検討項目の中で二酸化炭素排出量の削減効果が見込まれる交付金対象事

業を明示した（二酸化炭素排出量の削減率を工事前後において全体で 3％以上とする）。

工事内容の検討については、健全性（耐用年数等）、長期間停止（運営の制約）、可能

な範囲で交付金対象であるものを評価軸として、絞込みを行った（図 4－2）。 

 

図 4－2 工事内容の検討、絞込みのイメージ 
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表 4－3 延命化の対応及び主な工事内容（1/3） 

 

No. 設備名 機 器 名 
検討課題に対する 

対応方針 

延命化工事の 

主な工事内容 

交付金 

対象 
備考 

➀ 
受入供給 

設備 
ごみ投入ゲート ・老朽部品の交換 

・上部軸受、油圧シリンダの 

更新 
  

② 
受入供給 

設備 
ごみクレーン 

・老朽部品の交換 

・省エネ化 

・開閉バケットを省エネ型に 

更新 

・各電動機を高効率型に更新 

・巻上電動機の電源回生化 

・ＰＬＣ、自動運転装置更新 

          等  

●  

③ 
受入供給 

設備 
他所灰クレーン 

・老朽部品の交換 

・省エネ化 

・開閉バケットを省エネ型に 

更新 

・各電動機を高効率型に更新 

・巻上電動機の電源回生化 

・ＰＬＣ、自動運転装置更新 

          等  

●  

④ 熱分解設備 給じん装置 
・老朽部品の交換 

・省エネ化 

・給じん用油圧ポンプ更新 

（高効率電動機採用） 

・給じん用二重ダンパ更新 

（ダンパ構造改良） 

●  

⑤ 熱分解設備 磁選機 
・不燃物回収、 

資源化の改善 
・磁選機を大型化更新   

⑥ 熱分解設備 アルミ選別機 
・不燃物回収、 

資源化の改善 

・選別機ドラム更新 

（高効率電動機採用） 
●  

⑦ 熱分解設備 粉砕物移送装置 

・破砕物の搬送機能 

向上 

・スラグの品質向上 

・破砕物運搬機器の改善 

・破砕物磁選機新設 
  

⑧ 
燃焼溶融 

設備 

燃焼溶融炉 

（出滓口エゼクタ） 

・出滓の安定化 

（冷却対策） 

・都市ガス使用量の 

削減 

・エゼクタ（高温ガス循環装置） 

新設 

・出滓シュート更新 

● 
酸素使用量 

の削減 

⑨ 
燃焼ガス 

冷却設備 
ボイラー本体 ・伝熱面積増加 

・3 次過熱器の伝熱面積を 

増加させ部分更新 
●  

⑩ 
燃焼ガス 

冷却設備 
脱気器給水ポンプ 

・機器更新 

（メカニカルシール、 

高効率電動機採用） 

・軸封止をメカニカルシールへ

変更 

・電動機を高効率型に更新 

●  

⑪ 
燃焼ガス 

冷却設備 
ボイラー給水ポンプ 

・機器更新 

（メカニカルシール、    

高効率電動機採用） 

・軸封止をメカニカルシールへ

変更 

・電動機を高効率型に更新 
●  

⑫ 
排ガス 

処理設備 

洗煙装置 

排ガス洗浄装置 
・薬品タンク等更新 

・薬品タンク、洗浄塔ＦＲＰ 

配管更新 
  

⑬ 
排ガス 

処理設備 

洗煙装置 

蒸気式ガス再加熱器 

・制御調整による排ガ

スの再加熱温度の

低温化 

・低温脱硝触媒への更新による

蒸気供給量の制御調整 
● 

蒸気使用量 

削減 

⑭ 
排ガス 

処理設備 

窒素酸化物除去装置 

（脱硝反応塔） 
・低温触媒化 

・脱硝反応触媒を低温型触媒に

更新 

（発電量向上） 

●  
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表 4－3 延命化の対応及び主な工事内容（2/3） 

 

No. 設備名 機 器 名 
検討課題に対する 

対応方針 

延命化工事の 

主な工事内容 

交付金 

対象 
備考 

⑮ 通風設備 押込送風機 
・機器更新 

（高効率電動機採用） 

・本体、電動機を高効率型に 

更新 
●  

⑯ 通風設備 二次送風機 ・二次空気の吹込改善 
・二次空気圧力の一定圧制御 

（送風機電力量削減） 
●  

⑰ 
スラグ等 

搬出設備 

灰搬出装置 

処理灰クレーン 

・老朽部品の交換 

・省エネ化 

・開閉バケットを省エネ型に 

更新 

・各電動機を高効率型に更新 

・巻上電動機の電源回生化 

・ＰＬＣ、自動運転装置更新 

          等 

●  

⑱ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ搬送 

コンベヤ（１） 

・機器更新 

（高効率電動機採用、 

搬送形式更新） 

・バケット式をベルト式へ変更 

・電動機を高効率型に更新 
●  

⑲ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ搬送 

コンベヤ（３） 

・機器更新 

（材料更新） 

・コンベヤ更新(材質変更） 

・電動機更新 
  

⑳ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ破砕機 

・機器更新 

（高効率電動機採用） 

・本体、電動機を高効率型に 

更新 
●  

㉑ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグ磨砕機 

・機器更新 

（高効率電動機採用） 

・本体、電動機を高効率型に 

更新 
●  

㉒ 
スラグ等 

搬出設備 

スラグ搬出装置 

スラグクレーン 

・老朽部品の交換 

・省エネ化 

・開閉バケットを省エネ型に 

更新 

・各電動機を高効率型に更新 

・巻上電動機の電源回生化 

・ＰＬＣ、自動運転装置更新 

等 

●  

㉓ 給水設備 
機器冷却水装置 

冷却塔揚水ポンプ 

・機器更新 

（メカニカルシール、 

高効率電動機採用） 

・軸封止をメカニカルシールへ

変更 

・電動機を高効率型に更新 
●  

㉔ 
排水処理 

設備 
薬品タンク ・老朽化タンクの更新 

・塩酸タンク、無機凝集剤 

タンク更新 
  

㉕ 電気設備 
高圧インバータ盤 

（誘引通風機） 
・機器更新 

・高効率高圧インバータ盤に 

更新 
●  

㉖ 電気設備 低圧配電盤 ・選択遮断回路の変更 
・周辺施設の電源取出回路 

の切替え（商用から保安） 
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表 4－3 延命化の対応及び主な工事内容（3/3） 

 

No. 設備名 機 器 名 
検討課題に対する 

対応方針 

延命化工事の 

主な工事内容 

交付金 

対象 
備考 

㉗-1 計装設備 

電子計算機システム 

（DCS） 

オペレーター 

ステーション（OPS） 

・各改善改修に伴う 

ソフト変更 

・機器更新 

・改修によるソフト改造 

（レーザー式酸素濃度計による 

燃焼制御） 

・オペレーターステーションの 

更新 

●  

㉗-2 計装設備 

電子計算機システム 

（DCS） 

PCS 盤 

・各改善改修に伴う 

ソフト変更 

・機器更新 

・改修に伴うソフト改造 

・コントローラ更新 
●  

㉗-3 計装設備 

電子計算機システム 

（DCS） 

PLC 盤 

・各改善改修に伴う 

ソフト変更 

・機器更新 

・改修に伴うソフト改造 

・PLC 更新 
●  

㉗-4 計装設備 

電子計算機システム 

（DCS） 

RI/O 盤 

・各改善改修に伴う 

ソフト変更 

・機器更新 

・改修に伴うソフト改造 

・入出力モジュール、PLC 

盤用クーラ更新 

●  

㉘ 計装設備 ＩＴＶ装置 ・機器更新 ・デジタルシステムへの更新 ●  

㉙ 計装設備 酸素濃度計 
・炉内酸素濃度による

燃焼空気制御 

・レーザー式酸素濃度計の採用 

・新燃焼制御導入 

（ＣＯ濃度の低減） 
● 

通風設備の 

電力使用量 

の削減 

㉚ 計装設備 計装用空気圧縮機 
・機器更新 

（インバータ化） 
・本体更新（インバータ採用） ●  

㉛ その他設備 雑用空気圧縮機 
・機器更新 

（インバータ化） 

・本体更新（インバータ採用） 

・台数制御 
●  

㉜ 建築設備 
鋼製建具 

(シャッター) 
・老朽化への対応 ・駆動装置、摺動部の更新   

㉝ 建築設備 外壁 ・老朽化への対応 ・シール再施工、塗装   

㉞ 建築設備 屋根 ・老朽化への対応 ・シール再施工   

㉟ 建築設備 蓄熱槽 ・防水再施工 ・断熱材、防水材更新   

㊱ 
空気調和 

換気設備 

換気設備  

ルーフファン 
・機器更新、温度制御 ・更新、台数制御（省エネ化） ●  

㊲ 
空気調和 

換気設備 

換気設備  

炉室系統ファン 

・機器更新 

（高効率電動機採用） 
・電動機を高効率型に更新 ●  
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2 延命化の効果 

  延命化の効果を明らかにするため、一定期間内の廃棄物処理のライフサイクルコス

トを低減することができるか、「延命化する場合」と延命化対策を実施しないで「施設

更新する場合」のそれぞれの廃棄物処理ＬＣＣを算出して比較した。 

 

 

 

 

延
命
化
す
る
場
合 

 

施
設
更
新
す
る
場
合 

 

 

図 4－3 検討対象期間設定及び廃棄物処理ＬＣＣ算定対象範囲に関するイメージ  

  

新施設建設費 

検討対象期間 

R26 R8 

R11 

延命化年数 15 年 

検討対象期間内の廃棄物処理ＬＣＣを比較する（太枠線内） 

現施設運転 

（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ） 

延命化工事費 

（ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ） 

現施設運転（延命化後） 

（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ） 

新施設運転 

現施設運転 

（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ） 

新施設建設費 

（ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ） 新施設運転 

（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ） 
新施設運転 

基準年度 

（延命化計画改訂の次年度） 

延命化の目標年 

現施設稼働停止 

現施設稼働停止 
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(1) 廃棄物処理ＬＣＣの検討条件 

ア 廃棄物処理ＬＣＣの比較・評価を定量的に行うため、検討条件を表 4－4 から表

4－8のとおりとした。 

 

表 4－4 廃棄物処理ＬＣＣの検討対象期間の設定 

検討対象期間開始年度 令和 8年度（延命化計画改訂の次年度） 

検討対象期間終了年度 令和 26年度（延命化目標年） 

 

 

 

表 4－5 廃棄物処理ＬＣＣ算出の対象とする経費 

大項目 
内訳（経費） 

延命化する場合 施設更新する場合 

廃棄物処理イニシャルコスト 延命化工事費 新施設建設費 

廃棄物処理ランニングコスト 点検補修費 点検補修費 

 

 

 

表 4－6 廃棄物処理ＬＣＣの経費算出方法 

経費 算出方法 

延命化工事費 メーカーの見積もりを参考にする。 

新設建築費 環境省通知「環循適発第 24032921 号」を参考にする。 

点検補修費 南清掃工場の実績値から近似式を導き出し算出する。 

 

 

 

表 4－7 延命化する場合の条件 

稼働開始 平成 22年度（令和 7年度時点：稼働から 15年目） 

建設費（現施設） 18,993,450千円（税込み） 

延命化計画改訂 令和 7年度改訂 

延命化目標年 令和 26年度まで（稼働から 35 年） 

延命化工事実施時期及び 

工事費（千円） 

令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11 年度 

0 2,828,760 4,130,720 3,955,820 
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表 4－8 施設更新する場合の条件 

新施設稼働開始 
令和 12年度 

※現施設：稼働から 20年（令和 11年度）で稼働停止 

新施設建設期間 令和 8～11年度 

新施設建設費（千円） 
令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11 年度 

0 7,094,382 10,359,629 9,920,989 

想定される新施設稼働期間 

（残存価値算出用） 

30年間 

（延命化対策を行わない場合） 

※1 新施設の規模は、以下のとおりとした。 

   第 3次相模原市一般廃棄物処理基本計画【令和 6年 3 月改定】より、 

家庭ごみ＋事業系ごみの推計値：168,097ｔ（令和 9年度） 

南清掃工場の計画年間日処理量 

＝（ 計画年間処理量 78,199 + 災害廃棄物 18,215 + 他所灰 9,450 ）÷365 日 

＝290ｔ/日 

施設規模：290ｔ/日 ÷ 実稼働率 0.795 ≒ 365ｔ/日 

 

 ※2 新施設の建築費は、以下のとおりとした。 

    建築費単価：7,500万円/ｔ 施設規模：350ｔ/日以上 400ｔ/日未満 

     環境省通知｛環循適発第 24032921 号「一般廃棄物焼却施設の整備に際し単位処理

能力当たりの交付対象経費上限額（建設トン単価上限値）の設定による施設規模の

適正化について（通知）」令和 6年 3月 29 日、環境省環境再生・資源循環局廃棄物

適正処理推進課長より ｝ 

    建設費：365 × 7,500 ＝ 27,375,000千円 

 ※3 新施設の建設費の年度ごとの割合は、延命化工事費の年度ごとの割合に合わせ以下

のとおりとした。 

令和 8 年度：0％ 令和 9年度：26.0％ 令和 10年度：37.8％ 令和 11年度：36.2％ 

 

イ 残存価値の控除の考え方 

 ごみ焼却施設は経過年数に伴ってその価値に違いがあるため、検討対象期間終了時

点の残存価値を控除（廃棄物処理ＬＣＣから差し引く。）して比較する。 

「新施設」及び「延命化した現施設」の残存価値は、以下のように算出する。 

 

（新施設の残存価値）＝（新施設建築費）－（新施設建設費）×｛（検討対象期間中に 

稼働する年数）÷（想定される稼働年数）｝ 

（現施設の残存価値）＝０ 
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ウ 将来の経費の現在価値化（社会的割引率） 

社会的割引率は、廃棄物処理ＬＣＣを求める上での各種経費の算定に大きく影響す

る。費用対効果の前提となる社会的割引率等の指標等の前提条件については、関係行政

機関においてその妥当性について検討し、各事業間で整合性を確保することとなって

いる。公共事業の分野では 4％が適用されているため、特別の事情がない場合は割引率

4％を適用するものとする。 

 

     基準年度から検討対象期間最終年までの各年度の経費計算結果を以下の式で現

在価値に換算する。 

 

   現在価値＝ｔ年度における経費計算結果÷ｔ年度の割引係数 

    割引係数：（１＋ｒ）ｊ―１ 

     ｒ：割引率（4％＝0.04） 

     ｊ：基準年度からの経過年数（基準年度＝１） 

 

表 4－9 割引率４％における割引係数 

 

和暦 
経過年数 
（ｊ） 

割引係数 和暦 
経過年数 
（ｊ） 

割引係数 

R7 

R8 

R9 

R10 

R11 

R12 

R13 

R14 

R15 

R16 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

1.0000 

1.0400 

1.0816 

1.1249 

1.1699 

1.2167 

1.2653 

1.3159 

1.3686 

1.4233 

R17 

R18 

R19 

R20 

R21 

R22 

R23 

R24 

R25 

R26 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

1.4802 

1.5395 

1.6010 

1.6651 

1.7317 

1.8009 

1.8730 

1.9479 

2.0258 

2.1068 

 

※延命化計画改訂時において把握するための経費であるため、検討対象期間開始年度

（延命化計画改訂年度の次年度）の経費には割引係数（1.0400以上）を考慮する。 
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(2) 点検補修費の算出方法 

 廃棄物処理ランニングコストの点検補修費は、竣工から令和 4 年度までの実績をも

とに現施設の建設費に対する点検補修費の割合を求め、各年度の点検補修費割合 （実

績値）で近似式を導き出し、その近似式で令和元年度以降の点検補修費割合（推定値）

を算出した。点検補修費割合（推定値）に建設費を乗じて各年度の点検補修費を算出し

た。 

    

ア 点検補修費の実績 

点検補修費の実績は、表 4－10に示すとおり。 

 

表 4－10 点検補修費の実績 

 

年度 点検補修費 建設費に対する点検補修費の割合 

  経過年数 （千円/年） 各年度（％） 累計（％） 

H22 1 346,715 1.825 1.825 

H23 2 396,375 2.087 3.912 

H24 3 398,546 2.098 6.010 

H25 4 550,360 2.898 8.908 

H26 5 628,687 3.310 12.218 

H27 6 737,165 3.881 16.099 

H28 7 957,465 5.041 21.140 

H29 8 992,406 5.225 26.365 

H30 9 1,261,603 6.642 33.007 

R1 10 1,077,502 5.673 38.680 

R2 11 1,352,267 7.120 45.800 

R3 12 1,499,475 7.893 53.693 

R4 13 1,375,479 7.242 60.935 
 

備考 1） 現施設建設費：18,993,450千円 

2） 点検補修費の内訳は以下とした。 
 

・定期的な点検整備・補修費 
 

・突発的な補修・修理 
 

・予備品消耗品費 
 

・法定点検費（受検費及び受検に伴う点検整備費を含む） 
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イ 点検補修費の推定 

点検補修費については、実績から求めた近似式により将来的な各年度の点検補修

費の割合を算出した。 

実績値から点検補修費割合の推定式を図 4－4に示すとおり。 

   点検補修費割合の推定値を表 4－11に示すとおり。 

 

採用する近似式 ： ｙ ＝ －0.0018ⅹ2 + 0.5636ⅹ + 0.8563 

ⅹ：経過年数(年) 

ｙ：各年度の点検補修費(％)  

 

図 4－4 点検補修費割合の推定式 
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表 4－11 点検補修費割合の推定値 

 
 

年度 点検補修費 建設費に対する点検補修費の割合 
 経過年数 （千円/年） 各年度（％） 累計（％） 

実
績
値 

H22 1 346,715 1.825 1.825 

H23 2 396,375 2.087 3.912 

H24 3 398,546 2.098 6.010 

H25 4 550,360 2.898 8.908 

H26 5 628,687 3.310 12.218 

H27 6 737,165 3.881 16.099 

H28 7 957,465 5.041 21.140 

H29 8 992,406 5.225 26.365 

H30 9 1,261,603 6.642 33.007 

R1 10 1,077,502 5.673 38.680 

R2 11 1,352,267 7.120 45.800 

R3 12 1,499,475  7.893 53.693 

R4 13 1,375,479  7.242 60.935 

推
定
値 

R5 14  7.817 68.752  

R6 15  8.176 76.928  

R7 16  8.516 85.444  

R8 17  8.835 94.279  

R9 18  9.135 103.414  

R10 19  9.415 112.829  

R11 20  9.676 122.505  

R12 21  9.916 132.421  

R13 22  10.137 142.558  

R14 23  10.338 152.896  

R15 24  10.519 163.415  

R16 25  10.680 174.095  

R17 26  10.822 184.917  

R18 27  10.943 195.860  

R19 28  11.045 206.905  

R20 29  11.127 218.032  

R21 30  11.190 229.222  

R22 31  11.232 240.454  

R23 32  11.255 251.709  

R24 33  11.258 262.967  

R25 34  11.241 274.208  

R26 35  11.204 285.412  

 

  



 

4-15 

 

(3) 廃棄物処理ＬＣＣの算出 

 

ア 延命化する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

   検討対象期間内の点検補修費を算出した結果は、表 4－12のとおり。 

廃棄物処理ＬＣＣの算出結果は、表 4－13のとおり。 

 

イ 施設更新する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

  検討対象期間内の点検補修費の算出結果は、表 4－14のとおり。 

廃棄物処理ＬＣＣの算出結果は、表 4－15のとおり。 

 

表 4－12 延命化する場合の点検補修費 

 

 

(Ａ) (Ｂ) 
(Ｃ)＝ 

(Ａ)＋(Ｂ) 

延命化工事範囲外の点検補修費 

（延命化工事を行わなかった既存の範囲に要する

点検補修費） 

延命化工事範囲の点検補修費 

（延命化工事範囲に関する点検補修費） 

延命化 

工事後の 

点検補修費 

年度 

(ａ) 
(ｂ)= 

(ａ)×(ｃ) 

(ｃ)= 

前年(ｃ)- 

前年(ｄ) 

(ｄ) 点検補修費割合 Ａ 点検補修費 Ｂ = Ａ × Ｃ 

延命化 

工事費 

（設計・ 

施工費分） 

Ｃ 

点検 

補修費 

(ｂ)+ Ｂ 
建設費に 

対する 

点検補修費

割合 

点検補修費 

点検補修費 

算定用 

の建設費 

延命化 

工事費 

（設計・ 

施工費分） 

R8 

年度 

工事分 

R9 

年度 

工事分 

R10 

年度 

工事分 

R11 

年度 

工事分 

R8 

年度 

工事分 

R9 

年度 

工事分 

R10 

年度 

工事分 

R11 

年度 

工事分 

合計 

  経過

年数 
(％) (千円) (千円) (千円) (％) (％) (％) (％) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

R8 17 8.835  1,678,071  18,993,450  0  1.825 
   

0    0 0 1,678,071 

R9 18 9.135  1,735,052  18,993,450  2,828,760  2.087  1.825  
  

0 51,625   51,625 2,828,760 1,786,677 

R10 19 9.415  1,521,906  16,164,690  4,130,720  2.098  2.087  1.825  
 

0 59,036 75,386  134,422 4,130,720 1,656,328 

R11 20 9.676  1,164,407  12,033,970  3,955,820  2.898  2.098  2.087  1.825  0 59,347 86,208 72,194 217,749 3,955,820 1,382,156 

R12 21 9.916  801,029  8,078,150    3.310  2.898  2.098  2.087  0 81,977 86,663 82,558 251,198  1,052,227 

R13 22 10.137  818,882  8,078,150    3.881  3.310  2.898  2.098  0 93,632 119,708 82,993 296,333  1,115,215 

R14 23 10.338  835,119  8,078,150    5.041  3.881  3.310  2.898  0 109,784 136,727 114,640 361,151  1,196,270 

R15 24 10.519  849,741  8,078,150    5.225  5.041  3.881  3.310  0 142,598 160,313 130,938 433,849  1,283,590 

R16 25 10.680  862,746  8,078,150    6.642  5.225  5.041  3.881  0 147,803 208,230 153,525 509,558  1,372,304 

R17 26 10.822  874,217  8,078,150    5.673  6.642  5.225  5.041  0 187,886 215,830 199,413 603,129  1,477,346 

R18 27 10.943  883,992  8,078,150    7.120  5.673  6.642  5.225  0 160,476 274,362 206,692 641,530  1,525,522 

R19 28 11.045  892,232  8,078,150    7.893  7.120  5.673  6.642  0 201,408 234,336 262,746 698,490  1,590,722 

R20 29 11.127  898,856  8,078,150    7.242  7.893  7.120  5.673  0 223,274 294,107 224,414 741,795  1,640,651 

R21 30 11.190  903,945  8,078,150    7.817  7.242  7.893  7.120  0 204,859 326,038 281,654 812,551  1,716,496 

R22 31 11.232  907,338  8,078,150    8.176  7.817  7.242  7.893  0 221,124 299,147 312,233 832,504  1,739,842 

R23 32 11.255  909,196  8,078,150    8.516  8.176  7.817  7.242  0 231,279 322,898 286,480 840,657  1,749,853 

R24 33 11.258  909,438  8,078,150    8.835  8.516  8.176  7.817  0 240,897 337,728 309,226 887,851  1,797,289 

R25 34 11.241  908,065  8,078,150    9.135  8.835  8.516  8.176  0 249,921 351,772 323,428 925,121  1,833,186 

R26 35 11.204  905,076  8,078,150    9.415  9.135  8.835  8.516  0 258,407 364,949 336,878 960,234  1,865,310 

計  19,259,308              10,199,747  29,459,055 
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表 4－13 延命化する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

 

年度 

社会的割引率考慮前 社会的割引率考慮後 

延命化工事費 点検補修費 計 
割引係数 

延命化工事費 点検補修費 計 

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

R8 0  1,678,071  1,678,071  1.0400  0  1,613,530 1,613,530  

R9 2,828,760  1,786,677  4,615,437  1.0816  2,615,348 1,651,883 4,166,560  

R10 4,130,720  1,656,328  5,787,048  1.1249  3,672,078 1,472,422 5,003,254  

R11 3,955,820  1,382,156  5,337,976  1.1699  3,381,332 1,181,431 4,432,701  

R12 
 

1,052,227  1,052,227  1.2167  
 

864,820 864,820  

R13 
 

1,115,215  1,115,215  1.2653  
 

881,384 881,384  

R14 
 

1,196,270  1,196,270  1.3159  
 

909,089 909,089  

R15 
 

1,283,590  1,283,590  1.3686  
 

937,885 937,885  

R16 
 

1,372,304  1,372,304  1.4233  
 

964,171 964,171  

R17 
 

1,477,346  1,477,346  1.4802  
 

998,072 998,072  

R18 
 

1,525,522  1,525,522  1.5395  
 

990,920 990,920  

R19 
 

1,590,722  1,590,722  1.6010  
 

993,580 993,580  

R20 
 

1,640,651  1,640,651  1.6651  
 

985,317 985,317  

R21 
 

1,716,496  1,716,496  1.7317  
 

991,220 991,220  

R22 
 

1,739,842  1,739,842  1.8009  
 

966,096 966,096  

R23 
 

1,749,853  1,749,853  1.8730  
 

934,251 934,251  

R24 
 

1,797,289  1,797,289  1.9479  
 

922,680 922,680  

R25 
 

1,833,186  1,833,186  2.0258  
 

904,920 904,920  

R26 
 

1,865,310  1,865,310  2.1068  
 

885,376 885,376  

計 10,915,300  29,459,055  40,374,355   9,668,758   20,049,047  29,345,826  
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表 4－14 施設更新する場合の点検補修費 

 

年度 

(Ａ) (Ｂ) 
(Ｃ)=(Ａ)＋

(Ｂ) 

現施設の点検補修費 新施設の点検補修費 

検討対象 

期間中の 

点検補修費 

(ａ) 
(ｂ)= 

(ａ)×(ｃ) 
(ｃ) Ａ Ｂ=Ａ×Ｃ Ｃ 

点検補修費 

(ｂ)＋Ｂ 
建設費に 

対する点検

補修費割合 

点検補修費 

点検補修費 

算定用の 

現施設建設費 

建設費に 

対する点

検補修費

割合 

点検補修費 

点検補修費 

算定用の 

新施設建設費 

 経過

年数 
(％) (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (千円) 

R8 17 8.835  1,678,071  18,993,450  
   

1,678,071  

R9 18 9.135  1,735,052  18,993,450  
   

1,735,052  

R10 19 9.415  1,788,233  18,993,450  
   

1,788,233  

R11 20 9.676  1,837,806  18,993,450  
   

1,837,806  

R12 21 
   

1.825  499,594  27,375,000  499,594  

R13 22 
   

2.087  571,316  27,375,000  571,316  

R14 23 
   

2.098  574,328  27,375,000  574,328  

R15 24 
   

2.898  793,328  27,375,000  793,328  

R16 25 
   

3.310  906,113  27,375,000  906,113  

R17 26 
   

3.881  1,062,424  27,375,000  1,062,424  

R18 27 
   

5.041  1,379,974  27,375,000  1,379,974  

R19 28 
   

5.225  1,430,344  27,375,000  1,430,344  

R20 29 
   

6.642  1,818,248  27,375,000  1,818,248  

R21 30 
   

5.673  1,552,984  27,375,000  1,552,984  

R22 31 
   

7.120  1,949,100  27,375,000  1,949,100  

R23 32 
   

7.893  2,160,709  27,375,000  2,160,709 

R24 33 
   

7.242  1,982,498  27,375,000  1,982,498 

R25 34 
   

7.817  2,139,904  27,375,000  2,139,904  

R26 35 
   

8.176  2,238,180  27,375,000  2,238,180  

計  8,656,644   21,059,044  28,098,206 
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表 4－15 施設更新する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

 

 

  

年度 

社会的割引率考慮前 社会的割引率考慮後 

新施設建設費 点検補修費 計 割引係数 新施設建設費 点検補修費 計 

(千円) (千円) (千円) 
（延命化計画 

 策定年度 ：

1.0000） 
(千円) (千円) (千円) 

R8 0  1,678,071  1,678,071  1.0400  0  1,613,530  1,613,530  

R9 7,094,382  1,735,052  8,829,434  1.0816  6,559,155  1,604,153  8,163,308  

R10 10,359,629  1,788,233  12,147,862  1.1249  9,209,378  1,589,682  10,799,060  

R11 9,920,989  1,837,806  11,758,795  1.1699  8,480,203  1,570,909  10,051,112  

R12 
 

499,594  499,594  1.2167  
 

410,614  410,614  

R13 
 

571,316  571,316  1.2653  
 

451,526  451,526  

R14 
 

574,328  574,328  1.3159  
 

436,453  436,453  

R15 
 

793,328  793,328  1.3686  
 

579,664  579,664  

R16 
 

906,113  906,113  1.4233  
 

636,628  636,628  

R17 
 

1,062,424  1,062,424  1.4802  
 

717,757  717,757  

R18 
 

1,379,974  1,379,974  1.5395  
 

896,378  896,378  

R19 
 

1,430,344  1,430,344  1.6010  
 

893,407  893,407  

R20 
 

1,818,248  1,818,248  1.6651  
 

1,091,975  1,091,975  

R21 
 

1,552,984  1,552,984  1.7317  
 

896,797  896,797  

R22 
 

1,949,100  1,949,100  1.8009  
 

1,082,292  1,082,292  

R23 
 

2,160,709  2,160,709  1.8730  
 

1,153,609  1,153,609  

R24 
 

1,982,498  1,982,498  1.9479  
 

1,017,762  1,017,762  

R25 
 

2,139,904  2,139,904  2.0258  
 

1,056,325  1,056,325  

R26 
 

2,238,180  2,238,180  2.1068  
 

1,062,360  1,062,360  

計 27,375,000  28,098,206  55,473,206  
 

24,248,736  18,761,821  43,010,557  
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ウ 廃棄物処理ＬＣＣから控除する残存価値の算出 

   施設更新する場合の新施設の残存価値を算出する。なお、現施設は延命化した

場合でも残存価値は「0」とする。 

表 4－16 施設更新する場合の施設の残存価値 

 新施設建設費 合計： 27,375,500 千円  

 想定される新施設稼働年数 

（残存価値算出用） 

 30 年間  
 （延命化対策を行わない場合）  
 

検討対象期間中に稼働する年数 
  15 年間  

 （令和 12年度～令和 26年度）  
 

検討対象期間終了時点の残存価値※ 
 13,687,500 千円  

 （令和 26年度時点）  
 

検討対象期間終了時点の割引係数 
  2.1068   

 （令和 26年度時点）  

 検討対象期間終了時点の残存価値 

（社会的割引率を考慮後） 

  6,496,820 千円  
 （令和 26年度時点）  

       

※検討対象期間終了時点の残存価値 

新施設建設費－新施設建設費×（検討対象期間中に稼働する年数÷想定される稼働年数） 

  (4) 廃棄物処理ＬＣＣ比較結果 

検討対象期間内の定量的比較として、廃棄物処理ＬＣＣを比較した結果は、表 4－

17 のとおりである。延命化を行う方が、施設更新より約 68 億円有利となり評価が高

い結果となった。 

表 4－17 廃棄物処理ＬＣＣ比較結果 

 
検討対象期間 

（令和 8年度～26年度：19年間） 

延命化する場合 施設更新する場合 

廃
棄
物
処
理
Ｌ
Ｃ
Ｃ 

延命化工事費  10,915,300 千円 
 

（社会的割引率の考慮後） ① （ 9,668,758 千円） 

建設費 
 

 27,375,000 千円 

（社会的割引率の考慮後） ② （ 24,248,736 千円） 

点検補修費  29,459,055 千円  28,098,206 千円 

（社会的割引率の考慮後） ③ （ 20,049,047 千円） （ 18,761,821 千円） 

残
存
価
値 

現施設  0 千円  

新施設 
 

 13,687,500 千円 

（社会的割引率の考慮後）④ （ 6,496,820 千円） 

合計(社会的割引率の考慮後) 

（①＋②＋③－④） 
29,717,805 千円  36,513,737 千円 

差額 

（施設更新する場合―延命化する場合） 
6,795,932 千円 

評価 ○ × 
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3 延命化対策による二酸化炭素排出量削減効果 

延命化工事により削減できる二酸化炭素排出量を把握するため、「廃棄物処理施設

の基幹的設備改良マニュアル」に基づいて、南清掃工場の令和 4年度運転データを整

理し、工事前後の二酸化炭素排出量と削減率を計算した（表 4－18）。 

低温触媒採用による蒸気式ガス再加熱器での蒸気使用量削減（発電量向上）、各設

備・機器の高効率モータ化等により、延命化工事前後で二酸化炭素排出量は年間約

1,000 トン、約 5％の削減が見込まれる。 
 

表 4－18 延命化工事前後のＣＯ２発生量と削減量の計算結果 

改

良

工

事

前 

No. 項目 単位 実績平均値 備考 

(1) 1 日当たりの運転時間 ｈ/日 24   

(2) 施設の定格ごみ焼却量 ｔ/日 525 175t/日・炉×3 炉 

(3) 1 日当たりのごみ焼却量 ｔ/日 336 改良工事前運転データより(R5 年 1 月) 

(4) 1 日当たりの消費電力量 kWh/日 80,538 改良工事前運転データより(R5 年 1 月) 

(5) 電力のＣＯ２排出係数 t-ＣＯ２/kWh 0.000555  改良マニュアル 

(6) 1 日当たりの燃料使用量 km3N/日 1.09  改良工事前運転データより(R5 年 1 月) 

(7) 燃料のＣＯ２排出係数 
t-ＣＯ２

/1000m3N 
2.23 都市ガス。改良マニュアル 

(8) 1 日当たりの発電電力量 kWh/日 174,928  改良工事前運転データより(R5 年 1 月) 

(9) 1 日当たりの熱利用量 GJ/日 66.24  改良工事前運転データより(R4 年度) 

(10) 熱利用ＣＯ２排出係数 t-ＣＯ２/GJ 0.057 改良マニュアル 

(11) 
ごみトン当たりのＣＯ２排出量① 

（削減率算出式の分母の基礎） 

kg-ＣＯ２ 

/t-ごみ 
140.24  [(4)×(5)+(6)×(7)]÷(3)×1000 

(12) 立上げ下げ時の燃料使用量 kｍ3N/回/炉 10.24  改良工事前運転データより(R4 年度) 

(13) 運転炉数 - 2   

(14) 
改良前の年間ＣＯ２排出量① 

（削減率算出式の分母） 
t-ＣＯ２/年 20,797.3 

[(11)×(2)×280 

+(12)×(13)×4×(7)×1000]÷1000 

(15) 
ごみトン当たりのＣＯ２排出量② 

（削減率算出式の分子の基礎） 

kg-ＣＯ２ 

/t-ごみ 
-159.9  

[(4)×(5)+(6)×(7)-(8)×(5) -  

(9)×(10)]÷(3)×1000 

(16) 
改良前の年間ＣＯ２排出量② 

（削減率算出式の分子） 
t-ＣＯ２/年 -23,329 

[(15)×(2)×280 

+(12)×(13)×4×(7)×1000]÷1000 
      

改

良

工

事

後 

No. 項目 単位 実績平均値 備考 

① 1 日当たりの運転時間 h/日 24 No.(1)に同じ 

② 施設の定格ごみ焼却量 t/日 525 No.(2)に同じ 

③ 1 日当たりのごみ焼却量 t/日 336 No.(3)に同じ 

④ 1 日当たりの消費電力量 kWh/日 79,486 No.(4) - 削減電力量 kWh/日（43.85*24） 

⑤ 電力のＣＯ２排出係数 t-ＣＯ２/kWh 0.000555 No.(5)に同じ 

⑥ 1 日当たりの燃料使用量 km3N/日 1.070 No.(6)-バーナ使用量削減分（0.015） 

⑦ 燃料のＣＯ２排出係数 
t-ＣＯ２

/1000m3N 
2.23 No.(7)に同じ 

⑧ 1 日当たりの発電電力量 kWh/日 178,060 No.(8) + 発電電力量 kWh/日(130.5*24) 

⑨ 1 日当たりの熱利用量 GJ/日 66.24 No.(9)に同じ （見直しがある場合は変更） 

⑩ 熱利用ＣＯ２排出係数 t-ＣＯ２/GJ 0.057 No.(10)に同じ 

⑪ 
ごみトン当たりのＣＯ２排出量 

（削減率算出式の分子の基礎） 

kg-ＣＯ２ 

/t-ごみ 
-166.96 {④×⑤+⑥×⑦-⑧×⑤-⑨×⑩}÷③×1000 

⑫ 立上げ下げ時の燃料使用量 kｍ3N/回/炉 10.24 No.(12)に同じ （見直しがある場合は変更） 

⑬ 運転炉数 - 2 No.(13)に同じ 

⑭ 
改良後の年間ＣＯ２排出量 

（削減率算出式の分子） 
t-ＣＯ２/年 -24,360 ｛⑪×②×280+⑫×⑬×4×⑦×1000｝÷1000 

      

基幹改良ＣＯ２削減率 ％ 4.96 ｛(16)-⑭｝÷(14)×100 
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4 延命化計画のまとめ 

(1) 延命化工事の財源 

南清掃工場基幹的設備改良工事の概算額（プラントメーカー見積ベース）、交付金及

び地方債等の財源内訳を表 4－19に示す。 

 

 

表 4－19 南清掃工場基幹的設備改良工事の概算工事金額及び財源内訳 

                                （単位：百万円） 

年度 

2026年度 

（R8年度） 

2027年度 

（R9年度） 

2028年度 

（R10年度） 

2029年度 

（R11年度） 
合計 

     

設計・工事費 0  2,829  4,130  3,956  10,915  

財

源

内

訳 

交付金 0  710  896  880  2,486  

地方債 0  1,802  2,694  2,571  7,067  

一般財源 0  317  540  505  1,362  

※交付金は環境省の循環型社会形成推進交付金（交付率 1/3）と仮定した。 

 

(2)  南清掃工場基幹的設備改良工事の概要 

南清掃工場基幹的設備改良工事の工程案を表 4－20に示す。 

南清掃工場基幹的設備改良工事の主要な対象設備・機器の概要図を図 4－5 に示す。 

 

(3) 総括 

   本計画では、廃棄物処理施設に求められる性能水準を保ちつつ長寿命化を図り、施

設のライフサイクルコストの低減を目的とするストックマネジメントの考え方に基

づき、施設の健全化、省エネルギー化、二酸化炭素排出量の削減等について、施設更

新と延命化を比較検討した結果、施設更新をした場合の必要経費約 365億円に比べ、

延命化工事を行う場合の必要経費は約 297 億円となり、延命化を行う方が、施設更新

より約 68億円有利となり評価が高い結果となった。 

   なお、南清掃工場の延命化対策の実施に当たっては、令和 8年度から令和 11 年度

までの間に基幹的設備改良工事を行うこととし、今後さらに詳細な工事計画の立案、

特に工事項目の精査、工事スケジュールと工事中のごみ搬送計画、工事費用の精査等

を行うこととする。 

  

実施設計 工 事 



 

4-22 

 

表 4－20 南清掃工場基幹的設備改良工事 工程案 

設備名 
項目 
NO. 

機器名 
R8 R9 R10 R11 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

受入供給設備 

① ごみ投入ゲート             ● ●                                   

② ごみクレーン                                     ● ● ● ●         

③ 他所灰クレーン               ●       ●                           

熱分解設備 

④ 給じん装置               ●          ●            ●            

⑤ 磁選機                           ●                      

⑥ アルミ選別機                           ●                      

⑦ 粉砕物移送設備    
 

   
 

      ●    ●        ●    ●        ●    ●      

燃焼溶融設備 ⑧ 燃焼溶融炉（出滓口エゼクタ）                ● ●           ● ●           ● ●        

燃焼ガス 

冷却設備 

⑨ ボイラー本体                 ●            ●            ●        

⑩ 脱気器給水ポンプ                  ● ●      ● ●           ● ●           

⑪ ボイラー給水ポンプ                  ● ●      ● ●           ● ●           

排ガス 

処理設備 

⑫ 洗煙装置（排ガス洗浄装置）                ● ● ●          ● ● ●          ● ● ●       

⑬ 洗煙装置（蒸気式ガス再加熱器）                   ●            ●            ●      

⑭ 窒素酸化物除去装置（脱硝反応塔）                  ●            ●            ●       

通風設備 
⑮ 押込送風機                   ●            ●            ●      

⑯ 二次送風機               ●    ●        ●    ●        ●    ●      

スラグ等 

搬出設備 

⑰ 灰搬出装置 処理灰クレーン                           ●    ●                  

⑱ スラグ搬出装置 スラグ搬送コンベヤ(1)               ●                                  

⑲ スラグ搬出装置 スラグ搬送コンベヤ(3)               ●                                  

⑳ スラグ搬出装置 スラグ破砕機                                       ●          

㉑ スラグ搬出装置 スラグ磨砕機                                       ●          

㉒ スラグ搬出装置 スラグクレーン               ●       ●                           

給水設備 ㉓ 機器冷却装置（冷却塔揚水ポンプ）                           ●                      

排水処理設備 ㉔ 薬品タンク                           ●                      

電気設備 
㉕ 高圧インバータ盤（各炉 IDF用）                   ●        ●            ●          

㉖ 低圧配電盤               ●                                  

計装設備 

㉗-1 
電子計算機システム（DCS）  

オペレーターステーション(OPS) 
                                      ●          

㉗-2 
電子計算機システム（DCS）  

PCS盤（各炉系、共通系） 
              ● （共通、1号炉）        ● （2号炉）         ● （3号炉）       

㉗-3 
電子計算機システム（DCS）  

PLC盤（各炉系、共通系） 
              ● （共通、1号炉）        ● （2号炉）         ● （3号炉）       

㉗-4 
電子計算機システム（DCS）  

RI/O盤（各炉系、共通系） 
              ● （共通、1号炉）        ● （2号炉）         ● （3号炉）       

㉘ ITV装置               ● ● ●                                

㉙ 酸素濃度計                   ●            ●            ●      

㉚ 計装用空気圧縮機                           ●                      

その他 ㉛ 雑用空気圧縮機                           ●                      

建築設備 

㉜ 鋼製建具(シャッター)                                ● ●                

㉝ 外壁                             ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●      

㉞ 屋根（折板屋根）                                  ● ● ● ● ● ●          

㉟ 蓄熱槽                                     ● ● ●          

空気調和 

換気設備 

㊱ 換気設備（ルーフファン）                               ● ●                 

㊲ 換気設備（炉室系統ファン）                               ● ● ●                

 

延命化工事費の年度ごと割合  令和 8年度：0%  令和 9年度：26.0%  令和 10年度：37.8%  令和 11年度：36.2% 

発注、契約 

R8 年 

5 月～9 月 

実施設計 

R8 年 10 月 

～R9 年 3 月 
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図 4－5 南清掃工場基幹的設備改良工事 概要図 

①ごみ投入ゲート 

軸受、シリンダの更新 

②ごみクレーン 

開閉バケットを省エネ型に更新 

各電動機を高効率型に更新 

巻上電動機の電源回生化 

④給じん装置 

高効率型電動機の採用、二重ダンパの更新 

 

⑤磁選機 

磁選機の大型化更新 

⑦粉砕物移送装置 

運搬機器の改善 

磁選機の設置 

⑧燃焼溶融炉 

エゼクタの設置による 

都市ガス使用量削減 

⑨ボイラー本体 

伝熱面積を増加

し熱回収率向上 

⑭脱硝反応塔 

脱硝反応触媒を 

低温型に更新 

（発電量向上） 

⑫洗煙装置 排ガス洗浄装置 

薬品タンク、洗浄塔ＦＲＰ配管の更新 

⑯二次送風機 

二次空気圧力の一定

制御による電力量削減 

 

⑱⑳㉑スラグ等搬出設備 

・スラグ搬送コンベヤ(1) 

更新（方式変更）、（高効率型電動機の採用） 

・スラグ破砕機、スラグ磨砕機 

更新（高効率型電動機の採用） 

⑰灰搬出装置 処理灰クレーン 

㉒スラグ搬出装置 スラグクレーン 

開閉バケットを省エネ型に更新 

各電動機を高効率型に更新 

巻上電動機の電源回生化 

③他所灰クレーン 

開閉バケットを省エネ型に更新 

各電動機を高効率型に更新 

巻上電動機の電源回生化 

交付金対象工事 

交付金対象外工事 

電気・計装設備 

㉕高圧インバータ盤更新（高効率） 

㉗電子計算機システム（DCS） 

ソフト改造、コントローラ更新 

㉘ITV装置更新（デジタル化） 

㉙レーザー式酸素濃度計の採用 

 

電気・計装設備 

㉖低圧配電盤 

保安回路の変更 

 

 

建築・建築設備 

㉜鋼製建具（シャッター） 

㉝外壁（防水、塗装） 

㉞屋根（防水） 

㉟蓄熱槽（断熱材、防水材更新） 

⑥アルミ選別機 

ドラムの更新 

（高効率電動機の採用） 

 

⑮押込送風機 

本体、電動機を

高効率型に更新 

⑲スラグ等搬出設備 

・スラグ搬送コンベヤ(3)  

コンベヤ更新 

 

建築・建築設備 
㊱ルーフファン更新、台数制御 

㊲炉室系統ファン（高効率型へ更新） 

 

⑬洗煙装置  

蒸気式ガス再加熱器 

低温脱硝触媒への更新による

蒸気供給の制御調整 

（発電量向上） 
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第 5章 北清掃工場及び粗大ごみ処理施設 延命化計画 

 

1 延命化の目標 

(1) ごみ処理量の推計 

第 2 次相模原市一般廃棄物処理基本計画で示された平成 30 年度のごみ焼却処理量推計

値約 17万 3千トン/年、粗大ごみ処理量推計値約 7千トン/年から、北清掃工場、粗大ごみ

処理施設の延命化計画を検討した。 

 

表 5－1 ごみ焼却処理量推計値 

 

 

表 5－2 粗大ごみ処理量推計値 

 

 

(2) 延命化の目標年数及び延命化工事の実施時期 

ア 延命化の目標年数 

北清掃工場の延命化目標年度は、プラント耐用年数の予測、設備の大規模整備や更新

時期の周期、プラントメーカーの見解等から検討して、令和 18 年度までの 45 年と設定

した。 

粗大ごみ処理施設の延命化目標年度は、北清掃工場と同じ建屋内に有り処理機能に関

連性を有していることや受変電設備等の共通設備を有していることから、北清掃工場に

合わせて令和 18年度までの 45 年と設定した。 

 

イ 延命化工事の実施時期 

本市の一般廃棄物を適切に処理するために施設を稼働させながら１炉ずつ行うことや

契約後に詳細設計を行う設計・施工一括の性能発注方式で延命化工事を行うため、4箇年

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

712,318 717,544 719,412 722,356 724,591 726,944 729,035 730,688 731,578 732,070

津久井クリーン

センター搬入量
13,229 － － － － － － － － －

北清掃工場搬入量 106,079 86,383 86,941 85,844 84,485 83,104 82,019 80,587 79,193 77,781

南清掃工場搬入量 79,391 105,764 106,765 105,184 103,520 101,828 100,498 98,744 97,035 95,306

198,699 192,147 193,706 191,028 188,005 184,932 182,517 179,331 176,228 173,087

ごみ

焼却

処理

人口

ごみ焼却処理量合計

推計値実績値
年度

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

北粗大ごみ処理

施設搬入量
7,618 7,388 7,627 7,535 7,484 7,398 7,314 7,186 7,083 6,962

7,618 7,388 7,627 7,535 7,484 7,398 7,314 7,186 7,083 6,962

年度
実績値 推計値

粗大ごみ

処理

粗大ごみ処理量合計
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の工期とした。また、施設が耐用年数を迎える前に延命化を行う必要があるため、工事

の実施時期を平成 29年度から令和 2年度までとした。 

 

(3) 目標とする性能水準の設定、性能水準達成に必要となる改良範囲の抽出 

目標とする性能水準を表 5－3に示す。また、性能水準を達成するために必要となる改良

項目や改良する主な設備・機器をそれぞれ表 5－4、表 5－5に示す。 

 

表 5－3 目標とする性能水準 

項目 北清掃工場の目標 粗大ごみ処理施設の目標 

エネルギー回収量向上 発電量向上、熱回収量向上 ― 

省エネルギー化 電力使用量削減 電力使用量削減 

信頼性向上 操作性向上、稼働率向上 稼働率向上 

安定性向上 ごみ質変化への対応 

環境性能の維持 

― 

機能向上 省力化 ― 

 

表 5－4 北清掃工場 改良範囲の抽出 

  

目標 概要

受
入
供
給
設
備

燃
焼
設
備

燃
焼
ガ
ス
冷
却
設
備

排
ガ
ス
処
理
設
備

余
熱
利
用
設
備

通
風
設
備

灰
出
し
設
備

給
水
設
備

排
水
処
理
設
備

電
気
設
備

計
装
設
備

配
管

そ
の
他

発電量向上 発電（蒸気ター
ビン）への蒸気
供給量増加

・高圧蒸気復水器で消費している
　蒸気をタービンへ供給する。
・蒸気タービンの改造
・発電機冷却系統の強化

●

熱回収量の
向上

低空気比運転 ・低空気比運転による熱回収量向上
・ボイラ水管の肉厚アップ
・フィーダ変更
・焼却炉下ダンパ類の改造
・ボイラ水管の更新

● ● ● ● ●

電力削減 電力使用量の
削減

・ダンパ制御をインバータ制御に改良
・老朽化し交換の必要のあるモータ
　を高効率タイプに取り替える
・変圧器を高効率タイプに更新
・インバータ盤設置
・排ガス分析計を省エネ型に更新

● ● ● ● ● ● ● ●

燃料削減 立上げ下げ時の
燃料消費量削減

・バーナ効率の向上
●

信頼性向上 稼働率向上 故障予防保全 ・DCSを上位機種へ更新
・コンベヤ類の更新
・ボイラ設備の整備
・排ガス処理設備の整備
・灰出し装置の整備
・排水処理設備の整備

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ごみ質変化
への対応 ● ● ●

環境性能の
維持

公害防止に係る
機器の更新

・アンモニア水注入装置の更新
・飛灰処理に係る機器の更新 ● ●

機能向上 省力化
●

・DCS更新

対応策（改良内容）

エネルギー
回収量向上

省エネル
ギー化

・ごみ質変化に対応した燃焼制御の改造安定性向上



 

5-3 

表 5－6 粗大ごみ処理施設 改良範囲の抽出 

 

 

 

(4) 延命化工事項目 

設備・機器の健全度、目標とする性能水準、改良範囲の検討から主な延命化工事項目を表

5－6、表 5－7にまとめた。 

 

表 5－6 北清掃工場の主な延命化工事項目 

 

目標 概要

受
入
供
給
設
備

破
砕
設
備

搬
送
設
備

選
別
設
備

貯
留
設
備

集
じ
ん
設
備

電
気
設
備

計
装
設
備

排
水
処
理
設
備

配
管

そ
の
他

建
築

省エネル
ギー化

電力使用量
削減

電力使用量の
削減

・破砕機の制御をインバータ制御に
　改良する
・老朽化し交換の必要のあるモータを
　高効率タイプに取り替える

● ● ●

信頼性向上 稼働率向上 故障予防保全 ・切断機用油圧ユニットの更新
・供給フィーダの更新
・破砕機ロータ他更新
・振動コンベヤの更新
・各種ケーブル交換

● ● ● ● ●

対応策（改良内容）

主な工事項目
交付金
対象

投入ゲート 投入ゲートシーケンサ取替え ×

走行車輪更新、横行車輪更新、走行集電ケーブル交換、巻
上ドラム交換

×

バケット更新、自動運転制御装置更新、巻上電動機更新（イ
ンバータ化）

○

ＦＤダンパ駆動装置更新 ○

フィードラム更新、油圧シリンダ更新、鋳物更新 ×

水管更新、ボイラ給水ポンプ更新、脱気器給水ポンプ更新、
低圧復水器管束更新、駆動部更新

○

缶水連続分析装置更新 ×

反応集じん装置スクリューコンベヤ更新、逆洗ファン更新、
飛灰搬送コンベヤ更新、薬剤噴霧ブロワ更新、薬剤噴霧用

コンプレッサ更新、CaCl2搬出装置更新
○

定量切出しフィーダ更新、アンモニア水供給ポンプ更新
×

余熱利用設備 タービン発電機 蒸気タービン改造、発電機更新 ○

押込送風機更新、誘引通風機更新、二次空気用送風機新
設、風道更新

○

振動コンベヤ更新、バケット交換、飛灰供給コンベヤ、セメン
ト移送コンベヤ、No.3金属コンベヤ更新

○

走行車輪交換、巻上ドラム交換、走行集電ケーブル交換、
集じん用バグフィルタ

×

プラント給水ポンプ更新、プラント揚水ポンプ更新、井水揚
水ポンプ更新、冷却塔揚水ポンプ更新

○

プラント高架タンク更新、井水高架タンク更新 ×

排水処理設備 ポンプ等 逆洗ブロワ更新、脱臭ファン更新 ○

変電設備変圧器更新、インバータ盤高調波抑制装置新設
○

受配電監視盤保護継電器更新、高圧配電盤断路器更新、
高圧進相コンデンサリアクトル更新

×

ＤＣＳ 上位機器更新、計装用空気源装置更新、排ガス分析計（塩
化水素計）更新、DCS改造、IRセンサ等シーケンサ改造

○

電動操作器 電動操作器更新 ×

その他設備 雑用空気供給装置 雑用コンプレッサ更新 ○

上水給水装置
機器冷却装置
井水給水装置

給水設備

受配電・発電監視盤
高圧配電盤
変電設備
低圧配電盤設備

電気設備

計装設備

焼却灰搬出装置
混練機
灰クレーン

灰出し設備

設備・機器名

天井クレーン

受入供給設備

焼却炉
ストーカ

燃焼設備

ボイラ
復水器

燃焼ガス冷却設備

反応集じん装置
飛灰搬出装置
触媒脱硝装置
反応蒸発塔
圧縮空気装置
薬剤噴霧装置

排ガス処理
設備

通風設備
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表 5－7 粗大ごみ処理施設の主な延命化工事項目 

 
 

  

主な工事項目

受入供給設備 切断機用油圧ユニット 油圧ポンプ更新、電動機更新

供給フィーダ 駆動軸更新、従動軸更新、内部フレーム更新、フライト更
新、チェーン更新、電動機更新

破砕機 ケーシング部分更新、ロータ更新、軸受更新

破砕機モータ モータ更新（インバータ化）、インバータ盤新設

選別設備 振動コンベヤ 振動コンベヤ更新

電気設備 各種ケーブル 低圧ケーブル（制御盤～電動機）33系統の更新、高圧ケー
ブルの更新

設備・機器名

破砕設備
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2 延命化の効果 

延命化の効果を明らかにするため、一定期間内の廃棄物処理のライフサイクルコストを低

減することができるか、延命化を行う場合と延命化対策を実施しないで施設更新する場合の

それぞれの廃棄物処理ＬＣＣを算出して比較した。 

 

(1) 廃棄物処理ＬＣＣの検討条件 

ア 廃棄物処理ＬＣＣの比較・評価を定量的に行うため、検討条件を表 5－8から表 5－12

のとおりとした。 

 

表 5－8 廃棄物処理ＬＣＣの検討対象期間 

検討対象期間開始年度 平成 27年度（延命化計画策定年度の次年度） 

検討対象期間終了年度 令和 18年度（延命化目標年度） 

検討対象期間 22年間 

 

表 5－9 廃棄物処理ＬＣＣ算出の対象とする経費 

 

 

 

 

 

表 5－10 廃棄物処理ＬＣＣの経費算出方法 

経費 算出方法 

延命化工事費 メーカーの見積を参考とする 

施設建設費 直近の新施設建設費のデータを使用する 

点検補修費 点検補修費の実績から近似式を導き出し算出する 

 

表 5－11 延命化する場合の条件 

 北清掃工場 粗大ごみ処理施設 

稼働開始 平成 3 年度 平成 3年度 

建設費（現施設） 13,575,000千円 1,150,000 千円 

延命化計画策定 平成 26 年度（平成 28年度改訂） 平成 26年度（平成 28年度改訂） 

延命化目標年度 令和 18 年度まで 令和 18年度まで 

延命化工事 

実施時期 

及び 

工事費（千円） 

平成 29年度 0  平成 29年度 0  

平成 30年度 1,263,187  平成 30年度 313,591  

平成 31年度 3,700,455  平成 31年度 214,761  

令和 2年度 1,799,213  令和 2年度 162,002  

合計 6,762,855  合計 690,354  

大項目 
内訳（経費） 

延命化する場合 施設更新する場合 

廃棄物処理イニシャルコスト 延命化工事費 新施設建設費 

廃棄物処理ランニングコスト 点検補修費 点検補修費 
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表 5－12 施設更新する場合の条件 

 北清掃工場 粗大ごみ処理施設 

新施設稼働開始 令和 2年度 令和 2年度 

新施設建設期間 平成 29年度から令和 2年度まで 平成３１年度から令和 2年度まで 

新施設建設費 

（千円） 

平成 29年度 3,780,000  平成 29年度 ― 

平成 30年度 3,780,000  平成 30年度 ― 

平成 31年度 3,780,000  平成 31年度 540,000  

令和 2年度 7,560,000  令和 2年度 1,260,000  

合計 18,900,000  合計 1,800,000  

想定される新施設 

の稼働期間 

30 年 

（延命化対策を行わない場合） 

30 年 

（延命化対策を行わない場合） 

 

 

イ 残存価値の控除の考え方 

ごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設は経過年数に伴って、その価値に違いがあるため、

検討対象期間終了時点の残存価値を控除（廃棄物処理ＬＣＣから差し引く）して比較する。 

「新施設」及び「延命化した現施設」の残存価値は、以下のように算出する。 

 

（新施設の残存価値）＝（新施設建設費）－（新施設建設費）×｛（検討対象期間中に 

稼働する年数）÷（想定される稼働年数）｝ 

（現施設の残存価値）＝ 0 

 

 

ウ 将来の経費の現在価値化（社会的割引率） 

社会的割引率は、廃棄物処理ＬＣＣを求める上での各種経費の算定に大きく影響する。

費用対効果の前提となる社会的割引率等の指標等の前提条件については、関係行政機関に

おいてその妥当性について検討し、各事業間で整合性を確保することとなっている。この

ため、公共事業の分野では 4％が適用されているため、特別の事情がない場合は割引率 4％

を適用するものとする。 

基準年度から検討対象期間最終年までの各年度の経費計算結果を以下の式で現在価値に

換算する。 

 

現在価値＝ｔ年度における経費計算結果÷ｔ年度の割引係数 

割引係数：（1＋ｒ）ｊ-1 

ｒ：割引率（4％＝0.04） 

ｊ：基準年度からの経過年数（基準年度＝1） 
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表 5－13 割引率 4％における割引係数 

経過年数 

（ｊ） 
割引係数 

経過年数 

（ｊ） 
割引係数 

経過年数 

（ｊ） 
割引係数 

1 1.0000 11 1.4802 21 2.1911 

2 1.0400 12 1.5395 22 2.2788 

3 1.0816 13 1.6010   

4 1.1249 14 1.6651 

5 1.1699 15 1.7317 

6 1.2167 16 1.8009 

7 1.2653 17 1.8730 

8 1.3159 18 1.9479 

9 1.3686 19 2.0258 

10 1.4233 20 2.1068 

備考：経過年数 1とは、延命化計画策定年度を示す。 

検討対象期間（延命化計画策定年度の次年度）以降の経費には 

割引係数（1.0400以上）を考慮する。 

 

 

(2) 点検補修費の算出方法 

北清掃工場、粗大ごみ処理施設の廃棄物処理ランニングコストの点検補修費は、それぞ

れの施設の竣工から平成 23年度までの実績をもとに、点検補修費の近似式を求めた。 

点検補修費の実績、近似式を図 5－1、図 5－2に示す。 

延命化する場合の点検補修費や施設更新する場合の点検補修費（推定値）は、近似式か

ら算出した。 
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図 5－1 北清掃工場 点検補修費の実績と近似式 

 

 

図 5－2 粗大ごみ処理施設 点検補修費の実績と近似式 
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(3) 廃棄物処理ＬＣＣの算出 

ア 北清掃工場を延命化する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

検討対象期間内の点検補修費の算出結果は、表 5－14 のとおり。 

廃棄物処理ＬＣＣの算出結果は、表 5－15 のとおり。 

 

イ 北清掃工場を施設更新する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

検討対象期間内の廃棄物処理ＬＣＣの算出結果は、表 5－16のとおり。 

 

ウ 粗大ごみ処理施設を延命化する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

検討対象期間内の点検補修費の算出結果は、表 5－17 のとおり。 

廃棄物処理ＬＣＣの算出結果は、表 5－18 のとおり。 

 

エ 粗大ごみ処理施設を施設更新する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

検討対象期間内の廃棄物処理ＬＣＣの算出結果は、表 5－19のとおり。 
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表 5－14 北清掃工場を延命化する場合の点検補修費 

 

（注）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。 

 

延命化B１分
点検補修費

延命化B2分
点検補修費

延命化B３分
点検補修費

延命化B４分
点検補修費

延命化分
点検補修費

合計
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （％） （％） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

H27 13,575,000 13,575,000 100% 0% 731,245 731,245
H28 13,575,000 13,575,000 0 100% 0% 757,567 757,567
H29 13,575,000 0 13,575,000 0 100% 0% 783,889 0 0 783,889
H30 13,575,000 1,263,187 12,311,813 1,263,187 91% 9% 734,819 0 11,710 11,710 746,529
H31 13,575,000 3,700,455 8,611,358 4,963,642 63% 37% 530,658 0 14,159 34,303 48,462 579,120
R2 13,575,000 1,799,213 6,812,145 6,762,855 50% 50% 432,994 0 16,608 41,478 16,679 74,765 507,759
R3 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 446,203 0 19,058 48,653 20,167 87,878 534,081
R4 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 459,412 0 21,507 55,828 23,656 100,991 560,403
R5 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 472,620 0 23,956 63,004 27,145 114,105 586,725
R6 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 485,829 0 26,406 70,179 30,633 127,218 613,047
R7 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 499,038 0 28,855 77,354 34,122 140,331 639,369
R8 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 512,247 0 31,304 84,529 37,611 153,444 665,691
R9 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 525,455 0 33,754 91,704 41,099 166,557 692,013
R10 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 538,664 0 36,203 98,880 44,588 179,671 718,335
R11 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 551,873 0 38,652 106,055 48,077 192,784 744,657
R12 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 565,082 0 41,102 113,230 51,565 205,897 770,979
R13 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 578,291 0 43,551 120,405 55,054 219,010 797,301
R14 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 591,499 0 46,000 127,581 58,543 232,123 823,623
R15 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 604,708 0 48,450 134,756 62,031 245,237 849,945
R16 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 617,917 0 50,899 141,931 65,520 258,350 876,267
R17 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 631,126 0 53,348 149,106 69,009 271,463 902,589
R18 13,575,000 6,812,145 6,762,855 50% 50% 644,335 0 55,798 156,281 72,497 284,576 928,911
計 0 1,263,187 3,700,455 1,799,213 12,695,471 0 641,318 1,715,258 757,996 3,114,572 15,810,043

既存部分
金額

延命化部分
金額

既存
部分
比率

延命化
部分
比率

既存部分
点検補修費

延命化後の点検補修費
点検補修費

合計
延命化
工事費B4年度

建設費A
延命化
工事費B1

延命化
工事費B2

延命化
工事費B3
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表 5－15 北清掃工場を延命化する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

（注）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。 

 

表 5－16 北清掃工場を施設更新する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

（注）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。 

延命化工事費 点検補修費 計 割引係数 延命化工事費 点検補修費 計
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

H27 731,245 731,245 1.0000 731,245 731,245
H28 757,567 757,567 1.0400 728,430 728,430
H29 0 783,889 783,889 1.0816 0 724,749 724,749
H30 1,263,187 746,529 2,009,716 1.1249 1,122,969 663,661 1,786,630
H31 3,700,455 579,120 4,279,575 1.1699 3,163,164 495,034 3,658,199
R2 1,799,213 507,759 2,306,972 1.2167 1,478,822 417,341 1,896,163
R3 534,081 534,081 1.2653 422,092 422,092
R4 560,403 560,403 1.3159 425,860 425,860
R5 586,725 586,725 1.3686 428,714 428,714
R6 613,047 613,047 1.4233 430,719 430,719
R7 639,369 639,369 1.4802 431,935 431,935
R8 665,691 665,691 1.5395 432,420 432,420
R9 692,013 692,013 1.6010 432,229 432,229
R10 718,335 718,335 1.6651 431,413 431,413
R11 744,657 744,657 1.7317 430,021 430,021
R12 770,979 770,979 1.8009 428,097 428,097
R13 797,301 797,301 1.8730 425,685 425,685
R14 823,623 823,623 1.9479 422,826 422,826
R15 849,945 849,945 2.0258 419,557 419,557
R16 876,267 876,267 2.1068 415,913 415,913
R17 902,589 902,589 2.1911 411,930 411,930
R18 928,911 928,911 2.2788 407,637 407,637
計 6,762,855 15,810,043 22,572,898 5,764,955 10,557,509 16,322,464

年度
社会的割引考慮前 社会的割引考慮後

新施設建設費 点検補修費 計 割引係数 新施設建設費 点検補修費 計
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

H27 731,245 731,245 1.0000 731,245 731,245
H28 757,567 757,567 1.0400 728,430 728,430
H29 3,780,000 783,889 4,563,889 1.0816 3,494,822 724,749 4,219,572
H30 3,780,000 810,211 4,590,211 1.1249 3,360,406 720,275 4,080,681
H31 3,780,000 836,533 4,616,533 1.1699 3,231,160 715,072 3,946,232
R2 7,560,000 862,855 8,422,855 1.2167 6,213,769 709,204 6,922,973
R3 175,201 175,201 1.2653 138,464 138,464
R4 211,848 211,848 1.3159 160,987 160,987
R5 248,496 248,496 1.3686 181,573 181,573
R6 285,143 285,143 1.4233 200,338 200,338
R7 321,790 321,790 1.4802 217,390 217,390
R8 358,437 358,437 1.5395 232,834 232,834
R9 395,084 395,084 1.6010 246,769 246,769
R10 431,732 431,732 1.6651 259,287 259,287
R11 468,379 468,379 1.7317 270,477 270,477
R12 505,026 505,026 1.8009 280,423 280,423
R13 541,673 541,673 1.8730 289,204 289,204
R14 578,321 578,321 1.9479 296,894 296,894
R15 614,968 614,968 2.0258 303,565 303,565
R16 651,615 651,615 2.1068 309,284 309,284
R17 688,262 688,262 2.1911 314,114 314,114
R18 724,909 724,909 2.2788 318,115 318,115
計 18,900,000 11,983,185 30,883,185 16,300,157 8,348,693 24,648,850

年度
社会的割引考慮前 社会的割引考慮後
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表 5－17 粗大ごみ処理施設を延命化する場合の点検補修費

 

（注）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。 

 

延命化B１分
点検補修費

延命化B2分
点検補修費

延命化B３分
点検補修費

延命化B４分
点検補修費

延命化分
点検補修費

合計

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） （％） （％） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）
H27 1,150,000 1,150,000 100% 0% 63,887 63,887
H28 1,150,000 1,150,000 0 100% 0% 65,990 65,990
H29 1,150,000 0 1,150,000 0 100% 0% 68,092 0 0 68,092
H30 1,150,000 313,591 836,409 313,591 73% 27% 51,054 0 4,233 4,233 55,287
H31 1,150,000 214,761 621,648 528,352 54% 46% 39,081 0 4,807 2,899 7,706 46,787
R2 1,150,000 162,002 459,646 690,354 40% 60% 29,737 0 5,380 3,292 2,187 10,859 40,596
R3 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 30,578 0 5,954 3,685 2,483 12,121 42,699
R4 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 31,418 0 6,527 4,077 2,779 13,384 44,802
R5 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 32,259 0 7,100 4,470 3,076 14,646 46,904
R6 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 33,099 0 7,674 4,863 3,372 15,908 49,007
R7 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 33,939 0 8,247 5,255 3,668 17,170 51,110
R8 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 34,780 0 8,820 5,648 3,964 18,433 53,212
R9 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 35,620 0 9,394 6,041 4,260 19,695 55,315
R10 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 36,461 0 9,967 6,433 4,557 20,957 57,418
R11 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 37,301 0 10,541 6,826 4,853 22,219 59,521
R12 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 38,142 0 11,114 7,219 5,149 23,482 61,623
R13 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 38,982 0 11,687 7,611 5,445 24,744 63,726
R14 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 39,822 0 12,261 8,004 5,742 26,006 65,829
R15 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 40,663 0 12,834 8,397 6,038 27,269 67,931
R16 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 41,503 0 13,407 8,789 6,334 28,531 70,034
R17 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 42,344 0 13,981 9,182 6,630 29,793 72,137
R18 1,150,000 459,646 690,354 40% 60% 43,184 0 14,554 9,575 6,926 31,055 74,239
計 0 313,591 214,761 162,002 907,935 0 178,483 112,265 77,463 368,211 1,276,146

延命化
工事費B4年度

建設費A
延命化
工事費B1

延命化
工事費B2

延命化
工事費B3

既存部分
金額

延命化部分
金額

既存
部分
比率

延命化
部分
比率

既存部分
点検補修費

延命化後の点検補修費

点検補修費
合計
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表 5－18 粗大ごみ処理施設を延命化する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

（注）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。 

 

表 5－19 粗大ごみ処理施設を施設更新する場合の廃棄物処理ＬＣＣ 

（注）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。

延命化工事費 点検補修費 計 割引係数 延命化工事費 点検補修費 計
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

H27 63,887 63,887 1.0000 63,887 63,887
H28 65,990 65,990 1.0400 63,451 63,451
H29 0 68,092 68,092 1.0816 0 62,955 62,955
H30 313,591 55,287 368,878 1.1249 278,781 49,150 327,931
H31 214,761 46,787 261,548 1.1699 183,579 39,994 223,573
R2 162,002 40,596 202,598 1.2167 133,154 33,367 166,521
R3 42,699 42,699 1.2653 33,746 33,746
R4 44,802 44,802 1.3159 34,046 34,046
R5 46,904 46,904 1.3686 34,273 34,273
R6 49,007 49,007 1.4233 34,432 34,432
R7 51,110 51,110 1.4802 34,528 34,528
R8 53,212 53,212 1.5395 34,566 34,566
R9 55,315 55,315 1.6010 34,550 34,550
R10 57,418 57,418 1.6651 34,484 34,484
R11 59,521 59,521 1.7317 34,372 34,372
R12 61,623 61,623 1.8009 34,217 34,217
R13 63,726 63,726 1.8730 34,024 34,024
R14 65,829 65,829 1.9479 33,795 33,795
R15 67,931 67,931 2.0258 33,533 33,533
R16 70,034 70,034 2.1068 33,241 33,241
R17 72,137 72,137 2.1911 32,922 32,922
R18 74,239 74,239 2.2788 32,579 32,579
計 690,354 1,276,146 1,966,500 595,514 856,109 1,451,623

年度
社会的割引考慮前 社会的割引考慮後

新施設建設費 点検補修費 計 割引係数 新施設建設費 点検補修費 計
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

H27 63,887 63,887 1.0000 63,887 63,887
H28 65,990 65,990 1.0400 63,451 63,451
H29 68,092 68,092 1.0816 62,955 62,955
H30 70,195 70,195 1.1249 62,403 62,403
H31 540,000 72,298 612,298 1.1699 461,594 61,800 523,395
R2 1,260,000 74,400 1,334,400 1.2167 1,035,628 61,152 1,096,780
R3 24,300 24,300 1.2653 19,204 19,204
R4 27,591 27,591 1.3159 20,967 20,967
R5 30,882 30,882 1.3686 22,565 22,565
R6 34,173 34,173 1.4233 24,010 24,010
R7 37,464 37,464 1.4802 25,310 25,310
R8 40,755 40,755 1.5395 26,474 26,474
R9 44,047 44,047 1.6010 27,511 27,511
R10 47,338 47,338 1.6651 28,430 28,430
R11 50,629 50,629 1.7317 29,237 29,237
R12 53,920 53,920 1.8009 29,940 29,940
R13 57,211 57,211 1.8730 30,546 30,546
R14 60,503 60,503 1.9479 31,060 31,060
R15 63,794 63,794 2.0258 31,490 31,490
R16 67,085 67,085 2.1068 31,841 31,841
R17 70,376 70,376 2.1911 32,119 32,119
R18 73,667 73,667 2.2788 32,328 32,328
計 1,800,000 1,198,596 2,998,596 1,497,222 818,680 2,315,902

年度
社会的割引考慮前 社会的割引考慮後
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オ 廃棄物処理ＬＣＣから控除する残存価値の算出 

施設更新する場合の新施設の残存価値を算出する。なお、現施設は延命化した場合で

も残存価値は「0」とする。 

 

表 5－20 施設更新する場合の新施設の残存価値 

項目 北清掃工場 粗大ごみ処理施設 

新施設建設費（本体工事費） 18,900,000千円 1,800,000 千円 

想定される新施設稼働年数 30 年 30年 

検討対象期間中に稼働する年数 16年（令和 18年） 16年（令和 18 年） 

検討対象期間終了時点の残存価値 8,820,000 千円 840,000千円 

検討対象期間終了時点の割引係数 2.2788 2.2788 

検討対象期間終了時点の残存価値※ 

（社会的割引率を考慮後） 
3,870,458 千円 368,615千円 

※検討対象期間終了時点の残存価値 

＝ 新施設建設費－新施設建設費×（検討対象期間中に稼働する年数÷想定される稼働年数） 
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(4)廃棄物処理ＬＣＣの比較結果 

検討対象期間内の定量的比較として、廃棄物処理ＬＣＣを比較した結果は、表 5－21 の

とおり。延命化を行う方が、施設更新より約 49 億円有利となり評価が高い結果となった。 

 

表 5－21 廃棄物処理ＬＣＣの比較結果 

（注１）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。括弧内の金額は、社会的割引率を考慮し

たもの。なお、社会的割引率は手引きに基づき、4％を適用した。 

（注２）点検補修費は、平成 6年度から 23年度までの実績から近似式を求め、その近似式から算

出したものであり、将来的に行われる点検補修の費用を見積り等から積算したものでは

ない。 

 

 

  

（単位：千円）

北清掃工場
粗大ごみ

処理施設
合計 北清掃工場

粗大ごみ

処理施設
合計

6,762,855  690,354  7,453,209  

（社会的割引率考慮後） ① (5,764,955 ) (595,514 ) (6,360,469 )

18,900,000  1,800,000  20,700,000  

② (16,300,157 ) (1,497,222 ) (17,797,379 )

③ 10,557,509  856,109  11,413,618  8,348,693  818,680  9,167,373  

0  0  0  

新施設 ④ 3,870,458  368,615  4,239,073  

16,322,464  1,451,623  17,774,087  20,778,392  1,947,287  22,725,679  

延命化を行う場合 施設更新する場合

稼働開始年度

延命化目標年度

　　　　　　将来の対応

　比較項目

×

点検補修費

残

存

価

値

平成　３年度

令和１８年度

令和２年度

―

（社会的割引率考慮後）

延命化工事費

○

廃

棄

物

処

理

Ｌ

Ｃ

Ｃ

建設費

現施設

合計

（①＋②＋③－④）

評価
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3 延命化対策による二酸化炭素排出量削減効果 

延命化工事により削減できる二酸化炭素排出量を把握するため、「廃棄物処理施設の基幹的

設備改良マニュアル」に基づいて、北清掃工場の平成 23年度運転データを整理し、工事前後

の二酸化炭素排出量と削減率を計算した。 

既設蒸気タービンの改造、発電機の改良更新による発電能力の向上や大型送風機のインバ

ータ制御化や高効率モータの採用等により、延命化工事前後で二酸化炭素排出量は年間約 770

トン、約 11%の低減となる。 

 

表 5－22 北清掃工場 延命化工事前後の二酸化炭素排出量 

 ごみトン当たりのＣＯ２排出量 
（㎏-CO2/t-ごみ） 

年間ＣＯ２排出量 
（t-CO2/年） 

工事前 -34.02 -2,801 

工事後 -43.22 -3,573 

低減量（率） ― 772（11％） 
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表 5－23 延命化工事前後のＣＯ２発生量と削減量の計算結果 

 

出典：廃棄物処理施設の基幹的設備改良マニュアル 

  

No. 項目 単位 実績平均値 備考

(1) 1日当たりの運転時間 h/日 24

(2) 施設の定格ごみ焼却量 t/日 300 150t/日･炉×2炉

(3) 1日当たりのごみ焼却量 t/日 282.13 工事前運転データより(H23年4,11月）

(4) 1日当たりの消費電力 kWh/日 42,406 工事前運転データより(H23年4,11月）

(5) 電力のCO2排出係数 t-CO2/kWh 0.000555 改良マニュアル

(6) 1日当たりの燃料使用量 kL/日 0.00 建築設備

(7) 燃料のCO2排出係数 t-CO2/kL 2.49 灯油。改良マニュアル

(8) 1日当たりの発電電力量 kWh/日 59,599 工事前運転データより(H23年4,11月）

(9) 1日当たりの熱利用量 GJ/日 1.0 工事前運転データより(H23年4,11月）

(10) 熱利用CO2排出係数 t-CO2/GJ 0.057 改良マニュアル

(11)
ごみトン当たりのCO2排出量①

(削減率算出式の分母の基礎）
kg-CO2/t-ごみ 83.42 [(4)×(5)+(6)×(7)]÷(3)×1,000

(12) 立上げ下げ時の燃料使用量 kL/回/炉 2.87 工事前運転データより(H23年4,11月）

(13) 運転炉数 － 2

(14)
工事前の年間CO2排出量①

(削減率算出式の分母）
t-CO2/年 7,007.4

[(11)×(2)×280

+(12)×(13)×4×(7)]÷1,000

(15)
ごみトン当たりのCO2排出量②

(削減率算出式の分子の基礎）
kg-CO2/t-ごみ -34.02

[(4)×(5)+(6)×(7)-(8)×(5)-

(9)×(10)]÷(3)×1,000

(16)
工事前の年間CO2排出量②

(削減率算出式の分子）
t-CO2/年 -2,801

[(15)×(2)×280

+(12)×(13)×4×(7)×1,000]÷1,000

No. 項目 単位 実績平均値 備考

① 1日当たりの運転時間 h/日 24 工事前と同じ

② 施設の定格ごみ焼却量 t/日 300 工事前と同じ

③ 1日当たりのごみ焼却量 t/日 282.13 工事前と同じと仮定

④ 1日当たりの消費電力量 kWh/日 40,732

(4)-1,467.2kWh/日※1-

19.2kWh/日※2-188kWh/日※3

※1：ｲﾝﾊﾞｰﾀﾓｰﾀ採用

※2：高効率ﾓｰﾀ採用(45kW以上）

※3：新燃焼システム

⑤ 電力のCO2排出係数 t-CO2/kWh 0.000555 工事前と同じ

⑥ 1日当たりの燃料使用量 kL/日 0.00 工事前と同じ

⑦ 燃料のCO2排出係数 t-CO2/kL 2.49 工事前と同じ

⑧ 1日当たりの発電電力量 kWh/日 62,599 (8)+125kWh×24h/日

⑨ 1日当たりの熱利用量 GJ/日 1.0 工事前と同じ

⑩ 熱利用CO2排出係数 t-CO2/GJ 0.057 工事前と同じ

⑪
ごみトン当たりのCO2排出量

(削減率算出式の分子の基礎)
kg-CO2/t-ごみ -43.22

{④×⑤+⑥×⑦-⑧×⑤-⑨×⑩}÷

③×1,000

⑫ 立上げ下げ時の燃料使用量 kL/回/炉 2.87 工事前と同じ

⑬ 運転炉数 － 2 工事前と同じ

⑭
工事後の年間CO2排出量

(削減率算出式の分子)
t-CO2/年 -3,573

{⑪×②×280+⑫×⑬×4×⑦×1,000}÷

1,000

基幹改良CO2削減率 ％ 11.0 [(16)-⑭]÷(14)×100

工

事

前

工

事

後
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4 延命化計画のまとめ 

(1) 延命化工事の財源 

延命化計画を検討した際の概算工事金額、財源内訳を表 5－24 に示す。なお、実際の北

清掃工場基幹的設備等改良工事の工事金額、財源内訳を表 5－25に示す。 

 

 

表 5－24 延命化計画を検討した際の概算工事金額、財源内訳 

（単位：百万円） 

年度 平成 29 年度 平成 30年度 平成 31年度 令和 2年度 合計 

設計・工事費 0 1,577 3,915 1,961 7,453 

財 

源 

内 

訳 

交付金 0 476 1,377 453 2,306 

起債 0 897 2,110 1,267 4,274 

市一般財源 0 204 428 241 873 

合計 0 1,577 3,915 1,961 7,453 

※交付金の交付率は、国の制度に基づき平成 30年度、平成 31年度が 1/2、令和 2年度が 

1/3 と仮定した。 

 

 

表 5－25 北清掃工場基幹的設備等改良工事の工事金額、財源内訳 

（単位：百万円） 

年度 平成 29 年度 平成 30年度 平成 31年度 令和 2年度 合計 

設計・工事費 0 1,096 3,098 2,704 6,898 

財
源
内
訳 

交付金 0 420 1,301 606 2,327 

起債 0 570 1,543 1,664 3,777 

市一般財源 0 106 254 434 794 

合計 0 1,096 3,098 2,704 6,898 

（注１）四捨五入により端数に誤差がある場合がある。 

（注２）交付金は、環境省の二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（交付率 1/2）。 

 

 

(2) 北清掃工場基幹的設備等改良工事の概要 

北清掃工場基幹的設備等改良工事の概要図を図 5－3に示す。 
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図 5－3 北清掃工場基幹的設備等改良工事 概要図
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二次送風機
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磁選機
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ごみクレーン
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自動運転制御装置
電気設備

（巻上電動機のインバータ化）

投入ゲート油圧駆動装置
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制御弁更新

可燃物コンベヤ
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FDダンパ駆動装置
（燃焼制御性向上）

ごみクレーン
走行･横行車輪更新
巻上ドラム更新
集電ケーブル更新

投入ゲート制御装置
光電管式車両検知器他、更新

ボイラ本体

ボイラ水管･蒸発管肉厚アップ
インコネル肉盛溶接
（低空気比燃焼高温化対策）

灰搬出装置
更新（高効率モータ）消石灰ブロワ

更新（高効率モータ）
特殊反応助剤用ブロワ
更新（高効率モータ）

灰クレーン
バケット（省エネ型に更新）
自動運転制御装置
電気設備
（巻上電動機のインバータ化）

灰クレーン
走行車輪更新
巻上ドラム更新
集電ケーブル更新

二次送風機
本体新設
インバータ回転数制御

押込送風機

本体更新
インバータ回転数制御

スクリューコンベヤ
更新（高効率モータ）

アンモニア水供給ポンプ

更新

誘引送風機
本体更新
インバータ回転数制御

蒸気タービン
タービン改造
発電機更新
2,500kWから2,625kWに増強

低圧蒸気復水器
更新（能力増強）

ボイラ給水
ポンプ

脱気器給水
ポンプ

ボイラ給水ポンプ

脱気器給水ポンプ
更新（高効率モータ）

交付金対象工事

交付金対象外工事

電気設備
変電設備（トップランナー方式変圧器）

低圧配電盤設備

電気設備
受配電・発電監視盤

高圧配電盤
高圧進相コンデンサ
高圧引込ケーブル

計装設備
分散型制御システム（ＤＣＳ）

ストーカ制御盤
計装用空気源装置
ＩＲ（赤外線温度）センサ

電気設備
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セメント移送コンベヤ
更新（高効率モータ）

助燃バーナ
バーナ、ファン更新



 

 

(3) 北清掃工場基幹的設備等改良工事後の建替えスケジュール 

北清掃工場及び粗大ごみ処理施設は、設備・機器類の経年劣化が進行していたため、平

成 29年度から令和 2年度にかけて基幹的設備等改良工事を実施した。この工事により竣工

から令和 18 年度までの 45 年間、施設を稼働する計画である。しかし、建物を含めた施設

全体の老朽化が進行しているため、次のごみ処理施設の建替えを検討する必要がある。こ

うした状況を踏まえ、本市のごみ処理を将来にわたり安定的に継続させていくため、北清

掃工場建替整備基本方針（令和 6年 3月策定）に基づき、令和 19年度までに建替え整備を

行う。 新施設を建設するために要する期間は、10年以上もの長期を要する見込みのため、

基幹改良工事後には早期に新施設の建設準備に着手する必要がある。 

整備予定地として、現在の橋本台環境事業所の敷地にごみ焼却施設を、北清掃工場管理

棟の敷地に粗大ごみ処理施設を設置する。工事期間中もごみ処理を継続する必要があるこ

とから、現工場を稼働させながら新工場の建替整備を行う。整備予定図を図 5－4 に示す。

また、概略スケジュールを図 5－5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 北清掃工場の整備予定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 北清掃工場建替え整備の概略スケジュール 


